
※契約金額は、基本的に契約期間中の金額を示していますが、単価契約の場合は契約期間中の総支出予定額を示しています。また、長期継続契約の場合は、12か月分の

　契約金額を示しています。

※表記の都合上、該当事業者が10者以上の場合、「〇〇ほか〇〇者」と表記しています。
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161 委託
新型コロナウイルスワクチン
追加接種対応システム改修業
務(繰越明許)

健康福祉部
新型コロナ
ウイルスワ
クチン接種
対策室
35-1193

R5.3.27 ¥6,534,000
日本電気(株)
山形支店

2

　本業務は、市民の総合的な健康増進に活用するために導
入している健康情報管理システム（ＧＰＲＩＭＥ保健）
に、令和５年度に実施する新型コロナウイルスワクチンの
追加接種に関する各種機能を追加するためのシステム改修
を委託するものである。
　当該システムは、日本電気株式会社が設計・構築したシ
ステムであり、本市の業者登録において、作業に関わる技
術情報を有し、その改修に当たることができる者は日本電
気株式会社山形支店のみである。

160 委託
伴走型相談支援及び出産・子
育て応援金給付対応に伴うシ
ステム改修業務委託

健康福祉部
健康課
35-0157

R5.2.21 ¥4,400,000
日本電気(株)
山形支店

2

　本業務は、市民の総合的な健康増進に活用するために導
入している健康情報管理システム（ＧＰＲＩＭＥ保健）
に、国で実施する伴走型相談支援及び出産・子育て応援金
給付に関する各種機能を追加するためのシステム改修を委
託するものである。
　当該システムは、日本電気株式会社が設計・構築したシ
ステムであり、本市の業者登録において、作業に関わる技
術情報を有し、その改修にあたることができる者は日本電
気株式会社山形支店のみである。

令和４年度　鶴岡市随意契約結果一覧表

※詳細については発注担当課にお問い合わせください。
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159 委託
令和４年度道路台帳調書作成
業務

建設部
土木課
35-1341

R5.2.20 ¥11,220,000
朝日航洋(株)
山形営業所

6

　本業務は、道路法第２８条第１項、道路法施行令第５条
第２項により作成が義務付けられており、その作成につい
ては道路法施行規則第４条の２に定められた道路延長や面
積を計算するための特殊なプログラムが必要である。
　本市の道路台帳調書のプログラムは、従来から朝日航洋
株式会社山形営業所の独自開発によるプログラムで実施し
ており、互換性は無く、現在までの膨大な道路データ処理
を含めた本業務を他の業者に新たに発注することは本市に
とって履行期間、費用の面も含め非常に不利益であり、特
に既存データを含めた数値の不一致等の責任の所在を判断
する上で不可能であることから、同社と特命随意契約を締
結するものである。

158 委託
障害福祉サービスデータベー
ス構築にかかる障害福祉シス
テム改修業務委託

健康福祉部
福祉課
35-1273

R5.2.10 ¥3,751,000
日本電気(株)
山形支店

2

　本業務は、国による障害福祉サービスの全国の利用状況
などを集積したデータベースの構築により、障害者が利用
する障害福祉サービスのデータ分析、サービスの質の向上
やばらつきの是正、制度の見直し等に活用するにあたり、
自治体の障害福祉システムを国が構築する障害福祉サービ
スデータベースに連携させるための改修である。
　当該システムは日本電気株式会社が構築したシステムで
あり、本市の業者登録において、作業に関わる技術情報を
有し、その改修にあたることができる者は、日本電気株式
会社山形支店のみである。

157 委託
地方単独事業調査対応におけ
る財務会計システム改修業務

総務部
財政課
25-2111

R5.1.13 ¥2,750,000
日本電気(株)
山形支店

2

　本業務は、本市が財務会計業務で使用している財務会計
システムについて、総務省が実施する地方単独事業調査に
対応するため必要なシステムの改修を業務委託するもので
ある。
　本システムは、日本電気株式会社が設計・構築したシス
テムであり、本市の登録業者で作業に関わる技術・情報を
有し、その改修に当たることができる者は日本電気株式会
社山形支店のみである。
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156 委託
令和４年度鶴岡市物価高騰対
策子育て世帯生活支援事業
チェリカ発行業務委託

健康福祉部
子育て推進
課
35-1291

R5.1.6 1件　\5,088円 庄内交通(株) 2

　本業務は、物価高騰による生活への影響を緩和するた
め、子育て世帯及び妊娠中の妊婦のいる世帯に対し、経済
的負担を軽減することを目的に配布する、地域連携ＩＣ
カード「チェリカ」の発行業務を委託するものである。
　「チェリカ」は、山形交通㈱及び庄内交通㈱が提供する
地域連携ＩＣカードであるが、庄内地域において、「チェ
リカ」を発行することができるものは庄内交通株式会社の
みである。

155 委託
令和４年度住民系情報システ
ム標準化対応業務委託

市民部
市民課
35-1194

R4.12.26 ¥93,984,000
日本電気(株)
山形支店

2

　本業務は住民記録及び関連する印鑑登録システムを標準
化基準適合システムに移行する作業を業務委託するもので
ある。本業務は日本電気株式会社が構築した現行システム
の改修であることから、本市の登録業者において、作業に
係る技術・情報を有し業務を実施できるのは、日本電気株
式会社山形支店のみである。

154 物品

自治体情報セキュリティクラ
ウドオプションサービス
（メールファイル無害化サー
ビス・メール原本保管サービ
ス）賃貸借（長期継続契約）

企画部
情報企画課
35-1193

R4.12.14 ¥2,851,200 SBテクノロジー(株) 2

　本件の機能は、外部からの電子メールやそれに添付され
るファイル、インターネット上のファイルをＬＧＷＡＮ端
末に持ち込む際に無害化処理を行うもので、これらを使用
することが地方自治体の情報セキュリティ上必須の要件と
なっている。
　自治体情報セキュリティクラウドは県が運営し、県内全
市町村がその利用について協定を締結しており、今年度中
に更新されることが決定している。本件はその更新される
自治体情報セキュリティクラウドのオプションとして提供
されるものであり、調達についてはセキュリティクラウド
の構築・保守作業を受託しているＳＢテクノロジー株式会
社が一括で行うため、履行できるのは同社のみである。

153 物品
鶴岡市本庁舎他7施設に係る
電力需給契約

総務部
契約管財課
35-1157

※R4.11
(施設に
よって異
なる）

¥71,236,767
東北電力(株)
庄内営業所

8

　本業務について、鶴岡市登録業者へ入札会参加の可否に
ついて事前調査を実施したところ、全9者から不可との回答
があった。その結果を基に条件付き一般競争入札の公告を
行ったが、申込期限までに入札参加申込が無かった。電力
供給は必要不可欠な業務であることから、個別に問い合わ
せたところ、東北電力株式会社庄内営業所から契約可能と
の回答があったため、同社を指名する。
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152 物品
鶴岡市消防本部・消防署電力
需給契約（長期継続契約）

消防本部
総務課
22-8330

R4.11.24 ¥34,477,973
東北電力(株)
庄内営業所

8

　条件付き一般競争入札の公告を行ったが、申込期限まで
に入札参加申込が無かった。電力供給は必要不可欠な業務
であることから、個別に問い合わせたところ、東北電力株
式会社庄内営業所から契約可能との回答があったため、同
社を指名する。

151 委託
令和4年度除雪作業情報連絡
業務【鶴岡市街地・斎・黄金
北部地区】

建設部
土木課
35-1403

R4.11.18 ¥5,500,000 (有)大地工営 2

本市の業者登録「工事」において、業種名「土木一式」又
は業者登録「委託」において、業種区分及び業種名「除
雪」に登録している業者の内、今年度鶴岡地域の道路除排
雪業務を委託予定である６３業者に作業条件等を説明した
上で受託可否について聞き取り調査を実施し、受託可能と
の回答が有限会社大地工営のみであった。

150 委託
令和４年度法人市民税法改正
対応システム改修業務

総務部
課税課
35-1176

R4.11.18 ¥11,872,300
日本電気(株)
山形支店

2

　本システムは、日本電気株式会社が設計・構築したシス
テムであり、本市の業者登録において、作業に係わる技術
情報を有し、その改修に当たることができる者は日本電気
株式会社山形支店のみである。

149 委託
令和５年度住民税法改正対応
システム改修委託(COKAS-X)

総務部
課税課
35-1176

R4.11.15 ¥6,072,000
日本電気(株)
山形支店

2

　本業務は、本市で住民情報や課税情報等の基幹的な情報
のデータベースとして運用されているシステム(ＣＯＫＡＳ
－Ⅹ)の内の個人住民税の賦課計算や税額の決定に関する部
分について、地方税法の改正に伴ってシステムの改修を委
託するものである。
　本システムは、日本電気株式会社が設計・構築したシス
テムであり、本市の業者登録において、作業に係わる技術
情報を有し、その改修に当たることができる者は日本電気
株式会社山形支店のみである。

148 物品
櫛引たらのきだいスキー場電
力需給契約

櫛引庁舎
産業建設課
57-2115

R4.11.11 ¥3,774,765
東北電力(株)
庄内営業所

8

　条件付き一般競争入札の公告を行ったが、申込期限まで
に入札参加申込が無かった。電力供給は必要不可欠な業務
であることから、個別に問い合わせたところ、東北電力株
式会社庄内営業所から契約可能との回答があったため、同
社を指名する。

147 委託
令和４年度高速破砕機定期保
守点検業務

市民部
廃棄物対策
課
22-2849

R4.11.11 ¥2,609,200 近畿工業(株) 2

　高速破砕機は「近畿工業株式会社」が鶴岡市リサイクル
プラザ専用に、収集された不燃ごみ及び個人より搬入され
た粗大ごみを最適に処理する様、設計基準を含め独自開発
したものであり、同社以外では調整等保守点検が出来な
い。
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146 物品
羽黒地域スクールバス１０号
車（冬季）通学用自動車借上
げ（繰越明許）

教育委員会
管理課
57-4862

R4.11.11 ¥3,194,400 大和交通(株) 8

　令和４年１０月１１日の入札会において３回の入札を
行ったが、予定価格を下回る価格を提示した業者がおら
ず、不調となった。改めて設計金額及び仕様書を精査した
が適正であり、対応業者は事前調査により限られているた
め、指名業者の入替え及び仕様・設計に変更の余地はない
ことから、第３回まで応札した唯一の業者である大和交通
株式会社を指名する。

145 委託
羽黒地域小中学校児童生徒登
下校時庁用マイクロバス運転
業務委託

教育委員会
管理課
57-4862

R4.11.11 ¥2,200,000 鶴岡タクシー(株) 8

　令和４年１０月１１日の入札会において３回の入札を
行ったが、予定価格を下回る価格を提示した業者がおら
ず、不調となった。改めて設計金額及び仕様書を精査した
が適正であり、対応業者は事前調査により限られているた
め、指名業者の入替え及び仕様・設計に変更の余地はない
ことから、第３回まで応札した唯一の業者である鶴岡タク
シー株式会社を指名する。

144 物品
くしびき温泉ゆーTown電力需
給契約

櫛引庁舎
市民福祉課
57-2116

R4.11.10 ¥11,132,120
東北電力(株)
庄内営業所

8

　条件付き一般競争入札の公告を行ったが、申込期限まで
に入札参加申込が無かった。電力供給は必要不可欠な業務
であることから、個別に問い合わせたところ、東北電力株
式会社庄内営業所から契約可能との回答があったため、同
社を指名する。

143 委託
戸籍総合システム　戸籍事務
内連携対応に伴うシステム改
修業務委託

市民部
市民課
35-1194

R4.11.9 ¥1,749,180
日本電気(株)
山形支店

2

　本業務は、マイナンバー制度に基づく情報連携が開始さ
れることに伴う、戸籍総合システムの改修を行うものであ
る。本システムは、日本電気株式会社が設計・構築したシ
ステムであり、本市の登録業者で作業に関わる技術・情報
を有し、その改修に当たることができる者は日本電気株式
会社山形支店のみであるから、同社と特命随意契約を締結
するものである。

142 委託
令和4年度
道路等除排雪業務委託

建設部
土木課
35-1403

R4.10.31 ¥205,586,000
(有)青木建材
ほか87者

2

　本市の業者登録「工事」において、業種名「土木一式」
又は業者登録「委託」において、業種区分及び業種名「除
雪」に登録している業者のうち、昨年度当該業務の実績が
ある者及び公募型新規参入事業者に関する選定委員会にお
いて選定された事業者に対して、受託可否について文書に
よる調査を実施し、受託可能との回答があった８８業者と
契約する。
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141 委託
電力・ガス・食料品等価格高
騰緊急支援給付金対応システ
ム改修業務

健康福祉部
福祉課
35-1285

R4.10.27 ¥2,695,000
日本電気(株)
山形支店

2

　本業務は、電力・ガス・食料品等価格高騰緊急支援給付
金（以下「給付金」）の実施にあたり、迅速な支給事務を
行うため、既存の臨時特別給付金管理システムに今回の給
付金に関する各種機能を追加するシステム改修を委託する
ものである。
　このシステムは、令和４年度に住民税非課税世帯等に対
する臨時特別給付金事業で導入したシステムであり、今般
の給付金支給事務に必要な各種情報を保有していることか
ら迅速な支給が可能となる。
　本システムは日本電気株式会社が設計・構築を行ったシ
ステムであり、本市の業者登録において、作業に関わる技
術情報を有し、その改修に当たることができる者は日本電
気株式会社山形支店のみである。

140 委託
令和４年度　滞納整理支援シ
ステム共通納税ＱＲコード対
応業務委託

総務部
納税課
35-1182

R4.10.25 ¥4,207,500
(株)日情システムソ
リューションズ

2

　本業務は、令和５年度課税分から地方税共通納税の税目
に固定資産税・都市計画税、軽自動車税種別割が対象とな
ることに伴い、これらの税の納付書へのＱＲコード対応を
行うため、滞納整理支援システムの帳票プログラムを変更
する作業を委託するものである。
　当該滞納整理支援システムについては、ソフトウェアの
みならず、端末等も含めた賃貸借契約を株式会社日情シス
テムソリューションズと既に締結していることから、本業
務を履行できるのは同社をおいて他にない。

139 委託
住民記録システム　転出・転
入手続のワンストップ化に係
るシステム改修業務委託

市民部
市民課
35-1194

R4.10.14 ¥8,382,000
日本電気(株)
山形支店

2

　本業務は、マイナンバーカード所有者がオンラインを介
し転出・転入手続きを可能とするため、既設の住民記録シ
ステムの改修を業務委託するものである。
　本システムは、日本電気株式会社が設計・構築したシス
テムであり、本市の登録業者で作業に関わる技術・情報を
有し、その改修に当たることができる者は日本電気株式会
社山形支店のみである。
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138 委託
鶴岡市新学校系ネットワーク
構築事業(通信環境増強)

教育委員会
学校教育課
ICT推進係
57-4865

R4.10.13 ¥34,727,880
東北インテリジェン
ト通信(株)

2

　現在運用している新学校系ネットワークについて、さら
に高速・大容量の通信環境を整備するため、メディアコン
バータ(光信号と電気信号を変換する装置)は高速化対応機
へ交換、インターネットは1回線追加するものであるが、メ
ディアコンバータ以外の機器はその後も継続して使用する
こと、ネットワーク機器全体で通信サービスを提供してお
り、既存契約からメディアコンバータ部分のみを取り出し
て別契約とすることができないことから、本契約を履行で
きる者は現在の契約の相手方である東北インテリジェント
通信株式会社をおいて他にない。

137 物品
学校ネットワーク機器の賃貸
借(長期継続契約)

教育委員会
学校教育課
ICT推進係
57-4865

R4.10.12 ¥3,828,000
NECキャピタルソ
リューション(株)

2

　学校ネットワーク機器の設定内容はセキュリティ対策の
ため非公表としており、万が一この内容が外部に漏洩した
場合は高いリスクに晒される恐れがある。機密保持のた
め、現在の環境を構築し保守管理業務を請け負い、学校
ネットワーク機器に関する情報を一括管理している日本電
気株式会社以外の者は履行できないことから、本事業を履
行できるのは日本電気株式会社のリース事業部門であるNEC
キャピタルソリューション株式会社をおいて他にない。

136 物品
学校接続サーバ機器の賃貸借
(長期継続契約)

教育委員会
学校教育課
ICT推進係
57-4865

R4.10.12 ¥3,986,400
NECキャピタルソ
リューション(株)

2

　学校接続サーバの設定内容はセキュリティ対策のため非
公表としており、万が一この内容が外部に漏洩した場合は
高いリスクに晒される恐れがある。機密保持のため、現在
の環境を構築し保守管理業務を請け負い、学校接続サーバ
に関する情報を一括管理している日本電気株式会社以外の
者は履行できないことから、本事業を履行できるのは日本
電気株式会社のリース部門であるNECキャピタルソリュー
ション株式会社をおいて他にない。

135 物品
除雪機械の賃貸借（除雪ドー
ザ等　１２台）

建設部
土木課
35-1403

R4.10.3 ¥17,138,000
東亜リース(株)
酒田営業所

2

　本市の業者登録「物品」において、業種区分の「賃貸借
類」、業種名「仮設材・建設機械のリース・レンタル」に
登録している業者の内、県内に本社又は営業所があり、か
つ業務内容に建設機械、除雪機械類の重機の記載がある８
業者に対し、対象機械の賃貸借可否について電子メール又
はＦＡＸで問い合わせたところ、賃貸借可能との回答が
あった業者は東亜リース株式会社酒田営業所のみであっ
た。
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134 委託
令和４年度鶴岡市温海地域魅
力発信業務委託

温海庁舎
産業建設課
43-4617

R4.10.1 ¥3,458,400 あつみ観光協会 2

本業務は、日沿道全線開通後も観光客に選ばれる観光地
を目指し、温海地域の魅力が詰まった観光プログラムの造
成、あつみ温泉街の魅力づくり及び観光情報発信力の強化
を目的とするものであり、国で推進している「地域おこし
協力隊」制度を活用することとしている。その実施にあ
たって、温海地域の観光資源を把握し、地域の観光をけん
引する唯一の団体であるあつみ観光協会と協定書を締結し
ていることから、同協会と特命随意契約を締結するもので
ある。

133 委託
鶴岡市高齢者インフルエンザ
予防接種業務委託

健康福祉部
健康課
35-0157

R4.10.1
\41,238,505

(総支出予定額)
山形県医師会、
山北徳洲会病院

2

定期予防接種は、予防接種法第5条の規定に基づき市町村
長に実施の義務と責任があり、厚生労働省が示す「定期接
種実施要領」により実施することとされている。同要領で
は、予防接種法施行令第4条により「市町村長の要請に応じ
て予防接種に協力する旨を承諾した医師（以下、接種医と
いう。）が医療機関で行うもの」と定められている。
山形県では、他市町村の医療機関で定期予防接種を受ける
際の事務の軽減や被接種者の利便性を図り、県内における
円滑な定期予防接種の実施を目的に、県が県医師会と県内
各市町村との間の事務の調整を行い、県医師会が山形県下
の広域実施に協力する医療機関及び医師の取りまとめを行
うことによる広域実施体制を構築しており、県及び県医師
会が策定した「広域実施の手引き」にあるように、県内全
市町村が参加している。
県医師会は、広域実施にあたり、山形県予防接種広域事業
実施要綱の定めによる承諾書兼委任書により、各市町村と
の契約締結について実施医療機関から委任を受けており、
各接種医が所属するすべての広域実施医療機関に業務を委
託するにあたっては「広域実施の手引き」に照らし、本業
務委託仕様書のとおり県医師会を代理人として契約を行う
必要がある。
高齢者は基礎疾患を持つ方も多いため、かかりつけ医での
接種が望ましいことから、温海地域を中心とした市民が多
く通院している山北徳洲会病院については個別に契約を締
結するものである。
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132 委託
鶴岡市ちわら菜の花こども園
病児保育事業

健康福祉部
子育て推進
課
35-1291

R4.9.26 ¥7,734,000
社会福祉法人
道形保育会

2

　本事業は、児童が病気または病気回復期のため、集団保
育が困難な期間で保護者が就労等で看護できない場合に、
児童を一時的に預かることで保護者の子育てと就労の両立
を支援することを目的とする。
　実施要件として、病児保育専用のスペースで専任の看護
師等１名、保育士１名以上を配置し実施する必要がある。
　ちわら菜の花こども園を運営している社会福祉法人道形
保育会は、園舎設計当初から病児保育事業の実施を予定し
て、施設を整備し職員確保も行っているため、当法人以外
に事業を実施できる者がいない。

131 物品
地域庁舎間ネットワーク機器
賃貸借（長期継続契約）

企画部
情報企画課
35-1193

R4.9.1 ¥4,250,400
NECキャピタルソ
リューション(株)
東北支店

2

　本件は情報ネットワーク機器の賃貸借契約を更新するも
のであるが、現在のネットワーク環境は日本電気(株)が構
築したものであり、かつ保守管理業務を請け負い中でネッ
トワークに関する情報を一括管理している。また日本電気
製ＳＤＮコントローラを導入済みであるため、ネットワー
ク機器も日本電気製としなければ集中制御を行うことがで
きず、利用環境に合わせた日常的なネットワーク設定の変
更等を行うことができず、業務に著しい支障を来たすこと
となる。よって本契約を履行できるのは、日本電気(株)の
リース事業部門であるＮＥＣキャピタルソリューション
(株)のみである。

130 物品
くしびき温泉ゆーTown電力需
給契約

櫛引庁舎
市民福祉課
57-2116

R4.8.31 ¥10,391,226
東北電力ネットワー
ク(株)
鶴岡電力センター

2

　本施設は、ミツウロコグリーンエネルギー(株)より電力
供給を受けており、現契約は９月３０日で終了する。当初
競争入札を予定していたが、本市の業者登録「物品」にお
いて、業種区分「電力」、業種名「電力」に登録している
業者に対し、供給希望について文書で問い合わせたとこ
ろ、希望との回答が皆無であった。 そこで一般送配電事業
者である東北電力(株)に電力需給に向けての相談をした
が、新電力からの契約切替による新規受付を停止している
との回答であった。空白期間無く電力の供給を受けるため
には、電気最終保障供給約款に基づき東北電力ネットワー
ク(株)鶴岡電力センターから電力供給を受ける他ない。
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129 委託
申請管理システム構築業務委
託

企画部
情報企画課
35-1193

R4.8.30 ¥14,300,000
日本電気(株)
山形支店

2

　本案件で構築する申請管理システムは、日本電気(株)
（以下、「NEC」という。）が構築した本市の基幹系システ
ム（COKAS-X、COKAS-i、GPRIME）と国が管理するマイナ
ポータルぴったりサービスとの連携を担うシステムであ
る。
　基幹系システムと連携させるためには、基幹系システム
の仕様を把握している必要があることから、NEC以外にシス
テムを構築できない。
　また、本案件は本市のネットワーク設定に変更を加える
ものであることから、本市のネットワーク保守業務を委託
しているNEC山形支店以外に業務を実施できない。

128 委託
住民税均等割のみ課税世帯等
に対する臨時特別給付金対応
システム改修業務

健康福祉部
福祉課
24-6625

R4.8.25 ¥2,640,000
日本電気(株)
山形支店

2

本業務は、令和４年度住民税均等割のみ課税世帯等に対
する臨時特別給付金（以下「臨時給付金」）の実施にあた
り迅速な支給事務を行うため、既存の住民税非課税世帯等
に対する臨時特別給付金管理システムに臨時給付金に関す
る各種機能を追加するシステム改修を委託するものであ
る。このシステムは、令和４年度に住民税非課税世帯等に
対する臨時特別給付金で導入したシステムであり、今般の
臨時給付金支給事務に必要な各種情報を保有しているた
め、本システムを利用することにより、新たなシステムを
構築する期間を短縮でき、臨時給付金の迅速な支給が可能
となる。本システムは日本電気(株)が設計・構築を行った
システムであり、本市の登録業者において、作業に関わる
技術情報を有し、その改修に当たることができる者は日本
電気(株)山形支店のみである。

127 物品 「高速破砕機部品」の購入

市民部
廃棄物対策
課
22-2849

R4.8.18 ¥3,479,729 近畿工業(株) 2

　本物品は、「近畿工業(株)」が鶴岡市リサイクルプラザ
での使用条件に適合するよう、材質の選定を含めた独自技
術により開発された高速破砕機の部品であり、本装置の部
品は他者では、製造し納入することが出来ない。よって、
納入可能であるのは製造者である同社のみである。

126 物品
鶴岡市藤島エコ有機センター
電力需給契約（長期継続契
約）

藤島庁舎
産業建設課
64-5809

R4.7.29 ¥2,816,998
東北電力(株)
庄内営業所

2

　市の業者登録名簿に登録され、「業種区分：電力、業務
内容：電力供給、電力の販売」に該当する９者のうち、事
前照会で業務受託可能と回答したものは東北電力(株)庄内
営業所のみであった。
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125 委託
鶴岡シルク特別企画展事業業
務委託

商工観光部
商工課
35-1299

R4.7.20 ¥4,999,995 鶴岡シルク(株) 2

　本業務は、酒井家庄内入部400周年を記念して、鶴岡シル
クのフラッグシップであるブランド「kibiso」の立役者で
あるテキスタイルデザイナー須藤玲子氏の特別企画展を開
催する事業である。
　業務内容は、特別企画展の開催（設営・撤去・運営）と
いったイベント運営事業者が行う定型的な業務もあるが、
須藤玲子氏との作品借用の調整、鶴岡シルクによる展示品
制作もその内容としている。
　今回の特別企画展に当たって、作品貸出を須藤氏から許
諾されているのは、鶴岡シルク(株)のみであり、かつ当該
事業者は「kibiso」をはじめとした鶴岡シルクのブランド
について相当程度の知識を有し、須藤氏と連携し鶴岡シル
クによる展示品企画・制作も行えることから、本業務を実
施できるのは鶴岡シルク(株)をおいて他にない。

124 委託
令和４年度地方税共通納税税
目拡大対応システム改修業務

総務部
納税課
35-1183

R4.7.19 ¥11,209,000
日本電気(株)
山形支店

2

　本業務は、本市市税を扱う基幹システムであるCOKAS-Xお
よびCOKAS-ｉに、地方税法の改正に伴う地方税共通納税税
目拡大に関する改修を委託するものである。
　本システムは、日本電気(株)が設計・構築したシステム
であり、本市登録業者では唯一日本電気(株)山形支店が作
業に係る技術・情報を有しており、このシステム改修を行
えるのは当業者をおいて他にはない。

123 委託
道の駅あつみ移転整備事業
DBOアドバイザリー業務

建設部
都市計画課
35-1315

R4.7.19 ¥43,461,000
(株)建設技術研究所
山形事務所

2

　本業務は、道の駅の民間事業者の募集から契約締結に至
るまでの手続きを、円滑に進めるため市への支援を実施す
ることを目的とする。
　業務の実施に当たっては、業者の豊富な経験・専門知
識・ネットワーク・創意工夫等に基づく質の高い業務成果
を求める必要があるため、総合的に審査する公募型プロ
ポーザル方式を採用し、応募4者のうち、優先交渉事業者選
定委員会において(株)建設技術研究所が優先交渉事業者に
選定され、見積金額も予定価格内であったため、契約した
ものである。
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122 委託
鶴岡市ふるさと納税返礼品発
注・発送管理業務委託

総務部
総務課
35-1114

R4.7.15
¥9,889,000

(総支出予定額)
(株)チャンピオン
鶴岡店

2

　本業務は、ふるさと寄附金事業のうち、市直営のポータ
ルサイトに係る返礼品の発注・発送管理、返礼品に関する
寄附者からの問合せ対応及び新たな返礼品開発に関する企
画提案を行うものであり、ふるさと寄附金の増収に向けた
発注・発送管理体制の一本化を目的としている。
　(株)チャンピオンは、本市ふるさと納税受注・発注管理
業務（楽天ふるさと納税業務）を受託し、発注・発送管理
を行うための寄附管理システムを使用している。
　楽天ふるさと納税業務は市の寄附額全体の過半数のシェ
アを占めており、これに付帯する業務として一体的な運用
が可能であり、円滑かつ効率的に履行できるのは同社のみ
である。

121 物品 小学校指導用指導書の購入

教育委員会
管理課
57-4862
(内線315）

R4.7.12 ¥3,086,394
(株)山形県教科書供
給所

2

　株式会社山形県教科書供給所は、教科書発行者（出版
社）が指定した山形県で唯一の教科書特約供給所である。
　教師用教科書・指導書は教科書特約供給所を通じて納入
することとなっており、教師用教科書・指導書を一括で納
入することができる業者はこの一者であった。

120 委託

令和４年度人事給与システム
共済組合法改正に伴うシステ
ム改修業務委託

総務部
職員課
35-1159

R4.6.28 ¥9,702,000
日本電気(株)
山形支店

2

　当該業務は、日本電気（株）製のパッケージソフトウェ
アの改修であることから、当該ソフトウェアの著作権を有
する者及び著作権を有する者が許可した者で、かつ作業に
係る技術、情報を有する業者以外は作業を行うことができ
ない。本市に登録している業者で作業可能な業者は、日本
電気(株)山形支店の１者である。

119 委託
令和４年度鶴岡市地番図シス
テム登記異動データ更新業務
委託

総務部
課税課
35-1179

R4.6.28 ¥2,853,400
朝日航洋(株)
山形営業所

2

　本業務は、地方税法第３８０条第３項及び同法第３８２
条第３項の規定に基づき、公共座標で数値化された土地の
分合筆等の登記異動データを任意座標で管理する地番図シ
ステムに取り込むことにより、次年度の固定資産税に係る
賦課事務に備えて、評価の基礎資料を整備するものであ
る。
　本業務を実施するためには、更新データに係る精緻な検
証作業等を伴うものであり、既存プログラムとの照合及び
修正作業を行えなければならないことから、当該システム
の開発元であり、著作権を有する朝日航洋(株)山形営業所
以外には実施できる者がいない。
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118 委託
統一的な基準による令和３年
度財務書類作成支援業務委託

総務部
財政課
25-2111

R4.6.6 ¥5,830,000
税理士法人あさひ会
計

6

　当該法人は、平成２７年度以降、本市の公会計に関連す
る業務を受注しており、財務書類の整備にあたっては、上
記の蓄積されたノウハウと本市の実情に合わせた固定資産
に係る仕分処理や減価償却処理、一般会計と他会計との取
引相殺処理、第三セクターとの連結設定、財務書類全体の
整合性確保等が必要となる。こうしたノウハウがない場
合、協議と調整が新たに必要となり、本市・受託者側双方
に費用的・時間的負担が生じることとなるため。

117 委託
校内通信ネットワーク整備業
務委託（追加整備２）

教育委員会
学校教育課
57-4865

R4.6.3 ¥9,702,000
キューブワン情報
(株)
鶴岡支社

2

　本事業は、令和２年１０月２９日契約締結（令和２年１
２月２３日第１回契約変更）「校内通信ネットワーク整備
業務委託」において整備したネットワークにアクセスポイ
ントを増設するものであり、既設アクセスポイントと同様
の設定及び接続、並びに集中管理用設定を行う必要があ
る。
　これらの作業を実施できるのは、「校内通信ネットワー
ク整備業務委託」及び「校内通信ネットワーク整備業務委
託（追加整備１）」の受注者であるキューブワン情報(株)
鶴岡支社をおいて他にない。

116 修繕
鶴岡市営羽黒山スキー場
ペアリフト支曵索（ロープ）
交換修繕

羽黒庁舎
産業建設課
26-8776

R4.6.3 ¥5,940,000 安全索道(株) 2

　リフトを構成する機械・装置は、JIS化（標準化）されて
おらず、当該部品についても、メーカー独自の安全基準に
よって設計・製作されており、他社の機械・装置と混在す
ることは、安全性の観点からメーカーが想定していない。
　また、他社製品を使用した場合、故障や事故等が起こっ
た際の責任の所在が曖昧となり、早期解決が困難になると
いう大きなリスクを伴うことから、当該リフトを設計した
安全索道(株)以外に実施できる者がいない。

115 委託
鶴岡市ふるさと納税受領証明
書等作成及び封入封緘業務委
託

総務部
総務課
35-1114

R4.6.1
¥7,562,500

(総支出予定額)
(株)チャンピオン
鶴岡店

2

　受領証明書等の作成から封入封緘まで一連の業務を行え
るのは、本市ふるさと納税受注・発注管理業務（楽天ふる
さと納税業務）を受託し、受領証明書等を出力するための
寄附管理システムの使用が可能である(株)チャンピオン鶴
岡店のみである。

114 委託
令和４年度鶴岡市鶴岡斎場火
葬施設修繕

市民部
市民課
35-1194

R4.6.1 ¥19,140,000 (株)宮本工業所 2
　既設の火葬炉は「向流燃焼方式」という火葬炉で、(株)
宮本工業所が特許を取得した工法で製造、設置されてお
り、修繕をできるのは当該業者のみである。

13/52ページ



№
契約
区分

案　　件　　名
発注担当課

Tel
契約締結日

契約金額
（税込み）

受注者
適
用
号

随  意  契  約  理  由

113 委託
子育て世帯生活支援特別給付
金支給事務に係るシステム改
修業務委託

健康福祉部
子育て推進
課
35-1291

R4.6.1 ¥2,607,000
日本電気(株)
山形支店

2

　当該業務は、令和４年度子育て世帯生活支援特別給付金
支給事業の実施にあたり、迅速な支給事務を行うため、令
和３年度子育て世帯生活支援特別給付金支給で導入したシ
ステムに、今年度分支給事務に対応できる各種機能を追加
するためのシステム改修を委託するものである。
　すでに保有する給付金事務に必要な各種情報を利用する
ことにより、新たなシステムを構築する期間を短縮でき、
国より示された「ひとり親世帯（児童扶養手当受給世帯）
への６月末までの支給」「可能な限り速やかな支給実施」
が可能となる。
　当該システムは、日本電気(株)が設計・構築を行ったシ
ステムであり、本市の業者登録において、作業に関わる技
術情報を有し、その改修にあたることができるものは日本
電気(株)山形支店のみである。

112 修繕
櫛引たらのきだいスキー場
第1ペアリフト減速機オー
バーホール修繕

櫛引庁舎
産業建設課
57-2115

R4.5.30 ¥5,929,000 日本ケーブル(株) 2

  第１ペアリフトは、日本ケーブル(株)が設計・製作・施
工を行っていて、構成する機械・装置は同社独自の安全基
準によって設計・製作されている。減速機はモーターから
の動力を運転速度に合った速度に調整し、滑車に伝える重
要な役割を担っている。機械装置を含むリフト設備全体の
設計を行った業者以外が他社製品を使用した場合、適応し
た設計が組めず機械装置に負荷が掛かる等、故障や事故に
繋がり兼ねない等安全性の観点から、施工できるのは、日
本ケーブル(株)のみである。

111 委託
介護保険料当初特別徴収通知
ハガキ作成業務委託

健康福祉部
長寿介護課
35-1289

R4.5.26 ¥1,980,000
山形ソリューション
ビジネス(株)

2

　本業務は、個人情報を含むデータ媒体の受け渡しや個人
情報を含む成果物の搬送を伴うものであり、情報セキュリ
ティの仕組みが国際規格に適合していることが証明された
業者（ISMS認証取得業者）との契約が必要である。
　本市の登録業者「物品」または「役務」において、山形
県内に本社・営業所を有し、業種区分「印刷」に登録また
は業務内容に「印刷」を含む業者は31者あり、うちISMS認
証取得業者は2者であった。
　当該2者に本市で使用しているはがき帳票の調達、印刷、
圧着作業の受注の可否について問い合わせしたところ、受
託可能と回答があった者は山形ソリューションビジネス
(株)のみであった。
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110 物品
社会資本整備総合交付金に係
る除雪機械購入（羽黒 ロー
タリ除雪車2.2m級 １台）

建設部
土木課
35-1403

R4.5.19 ¥46,860,000 旭車輌整備(株) 8

　令和4年4月28日の入札会において、３回の入札を行った
が落札業者がなく不調となった。改めて設計金額及び仕様
書を精査したが適正であり、対応業者は事前調査により限
られているため、指名業者の入替え及び仕様・設計に変更
の余地はないことから、上記入札会３回目の応札者に改め
て見積もりを徴し、予定価格の範囲内の金額を提示した旭
車輌整備(株)と契約締結する。

109 委託
令和４年度新型コロナウイル
スワクチン接種券印刷・封入
封緘業務

健康福祉部
新型コロナ
ウイルスワ
クチン接種
対策室
35-0146

R4.5.18 ¥3,448,500
(株)日情システムソ
リューションズ

2

・市民一人１枚の氏名・住所等の個人情報を記載した接種
券原稿データの取り扱いが生じることから、情報セキュリ
ティ管理の国際基準を満たすISMS認証及び、個人情報の保
護の国内認証であるプライバシーマークの認証を取得して
いること。
・別途契約する市内印刷業者と市保管場所(在庫使用分)か
ら、印刷用台紙・封筒等を受け取り及び搬出し、印刷・封
入封緘するため庄内管内に事業所があること。
　上記を満たす業者２社のうち、対応可能との回答があっ
た業者は、(株)日情システムソリューションズのみであっ
た。

108 委託
令和４年度RPAツール等導
入・活用による業務作業効率
化等支援業務委託

総務部
職員課
35-1159

R4.5.17 ¥7,414,000
日本電気(株)
山形支店

2

　本市におけるRPA導入は、前々年度に実証業務を選定し、
前年度に実証し、効果が認められた業務を当該年度に本格
導入する流れであり、本格導入にあたり実証と同様の効果
を発現させるためには実証時と同じ環境の構築が必須で、
継続性が重要となる。また、既にRPA導入済の業務の調整も
必要となるため、実証業務の選定、実証に携わった業者で
なければ事業そのものの継続が危ぶまれることとなる。
　このため、本委託業務については、これまで実証業務選
定、実証業務に携わった日本電気(株)山形支店以外に実施
できるものがいない。

107 委託
新型コロナウイルスワクチン
４回目接種対応システム改修
業務

健康福祉部
新型コロナ
ウイルスワ
クチン接種
対策室
35-1193

R4.5.17 ¥4,906,000
日本電気(株)
山形支店

2

　本業務は、市民の総合的な健康増進に活用するために導
入している健康情報管理システム（ＧＰＲＩＭＥ保健）
に、新型コロナウイルスワクチンの４回目接種に関する各
種機能を追加するためのシステム改修を委託するものであ
る。
　当該システムは、日本電気(株)が設計・構築したシステ
ムであり、本市の業者登録において、作業に関わる技術情
報を有し、その改修に当たることができる者は日本電気
(株)山形支店のみである。
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106 物品
統合型校務支援システム（小
学校分）賃貸借

教育委員会
学校教育課
57-4886

R4.5.17 \16,790,400
（年間執行予定額）

キューブワン情報
(株)
鶴岡支社

2

　統合型校務支援システムは、小中学校で同一のシステム
を導入することとし、令和３年度に中学校１１校、令和４
年度に小学校２６校に導入する計画で進めてきた。
　当該システムは、令和３年度に実施した入札において、
キューブワン情報(株)鶴岡支社が落札し、導入した。小学
校と中学校とで別々のシステムを導入した場合、サーバ等
ハードウェアも別々になり、賃貸借料が高額になる要因と
なることから、今年度追加する小学校分も見込んで、全小
中学校３７校分が安定稼働するようハードウェアを賃貸借
している。その所有権はキューブワン情報(株)にあり、他
社では設定作業ができない。

105 物品
団体内統合宛名システム賃貸
借

企画部
情報企画課
35-1193

R4.5.16 ¥5,029,200
NECキャピタルソ
リューション(株)

2

　本案件で調達する団体内統合宛名システム（以下、「調
達システム」という。）は、日本電気(株)（以下、「NEC」
という。）が構築した本市の基幹系システム（COKAS-X、
COKAS-i、GPRIME）と国が所有する中間サーバーの連携を担
うシステムである。
　基幹系システムと連携させるためには、基幹系システム
の仕様を把握している必要があることから、調達システム
はNEC製のパッケージシステムである「中間サーバーコネク
タ for COKAS-X」以外にない。
　また、本市に登録している業者で、当該システムの著作
権を有するNECが調達を許可した者はNECキャピタルソ
リューション(株)以外にない。

104 委託

介護保険事務処理システム
令和４年６月向けデータ標準
レイアウト改版対応に係るシ
ステム改修業務委託

健康福祉部
長寿介護課
35-1289

R4.5.16 ¥7,887,000
日本電気(株)
山形支店

2

　本業務は、公的給付の支給等の迅速かつ確実な実施のた
め、介護保険事務システム(GPRIMEシステム)への預貯金者
の金融機関情報等の情報連携を行うにあたり、国が定める
標準的な様式に対応できるようにするためのシステム改修
である。
　本システムは、日本電気(株)が設計・構築したものであ
り、本市の業者登録において、作業にかかわる技術・情報
を有し、その改修に当たることができる者は日本電気(株)
山形支店をおいて他にない。
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103 委託
統合内部事務システム等ＩＥ
サポート終了に伴うシステム
改修業務

企画部
情報企画課
35-1193

R4.5.12 ¥4,862,000
日本電気(株)
山形支店

2

　本業務は、本市の統合内部事務システム等の内部情報系
システムで使用しているブラウザMicrosoft社
「InternetExproler11」のサポート終了に伴い、次期ブラ
ウザである「MicrosoftEdge」での動作が可能となるように
システム改修を行うものである。
　当該システムは、日本電気(株)が設計・構築したシステ
ムであり、本市の業者登録において、作業に関わる技術情
報を有し、その改修に当たることができる者は日本電気
(株)山形支店のみである。

102 委託
国民健康保険被保険者証更新
に伴う共同印刷等業務

健康福祉部
国保年金課
35-1292

R4.5.11
\2,829,440

(総支出予定額)
山形県国民健康保険
団体連合会

2

　山形県国民健康保険団体連合会（以下「国保連合会」と
いう。）は、県内市町村が国民健康保険法に基づき国民健
康保険に関する事務の共同処理をするために設立された団
体である。
　県と市町村が共同で国民健康保険を運営するにあたり、
事業の広域化や効率化を推進するため、本県の国民健康保
険の統一的な運営方針において、保険者事務の共同実施の
取組が図られている。
　本業務においても、国民健康保険被保険者証の一斉更新
（毎年８月１日）に向けて共同印刷・封緘事務を拡充する
こととされており、その体制を整え、業務を効率的に行う
ことが出来るのは、国保連合会のみである。

101 委託 教職員定期健康診断業務委託
教育委員会
学校教育課
57-4865

R4.5.11 \6,791,708
（総支出予定額）

一般社団法人
鶴岡地区医師会

2

　本市では、市立学校に勤務する教職員について、健康保
持及び増進を図ることを目的として学校保健安全法第15条
及び労働安全衛生法第66条に基づき、定期健康診断を実施
している。
　教職員健診は、年齢や加入している保険者等により対象
者を受診コース別に分けて、特に児童生徒がいない夏季休
業中に期日を設定して実施する必要がある。
　実施には、指定した日に複数人が複数の検査項目と自身
が希望するオプション検査を同時に受診できる健診機関が
必要である。
　また、仕様書に定める結果判定資料の作成や教育委員会
が求める各種データ抽出が可能であることも必要である。
　本市において上記の事業を実施できる者は、検査専門機
関である一般社団法人鶴岡地区医師会のみであることから
当該業者を指名するもの。
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100 委託
ビーチクリーナー等による海
岸清掃業務

商工観光部
観光物産課
35-1301

R4.4.28 ¥9,845,000 日本農産(株) 2

　本市の業者登録「役務」において業種区分「清掃等」、
業種名「公園清掃等」及び業務内容に「海岸清掃」を含み
登録している業者のうち、ビーチクリーナーの有無を電子
メール及びＦＡＸで聞き取りを行ったところビーチクリー
ナーを所有している業者は日本農産(株)のみであった。

99 委託
令和４年度鶴岡市インバウン
ドプロモーション事業業務委
託

商工観光部
観光物産課
35-1301

R4.4.27 ¥2,002,000
一社）DEGAM鶴岡
ツーリズムビュー
ロー

2

　当該事業は、渡航制限解除後のインバウンド誘客促進を
目的としており、「第二次鶴岡市総合計画」において、情
報発信及び全市的な観光ＰＲについては、観光地域づくり
法人（ＤＭＯ）が担う機能として位置づけている。
　また、事業内容としては、外国人訪日観光客に向けた情
報発信や多言語でのガイディング研修を実施するものであ
り、多言語での業務遂行が必須である。
　一般社団法人ＤＥＧＡＭ鶴岡ツーリズムビューローは、
多言語での業務を遂行可能な専門人材を有し、市内に所在
する唯一の観光地域づくり法人である。

98 委託 令和４年度道路清掃業務委託
建設部
土木課
35-1403

R4.4.21 ¥2,255,000 鶴岡建設(株) 2

　本市の業者登録「役務」において、業者区分「清掃
等」、業種名「公園等清掃」に登録している業者の内、業
務内容に【道路清掃】があり、かつ鶴岡・藤島・羽黒の各
地域に本社を有する30業者に対し、本業務の受託可否につ
いて電子メールで問い合わせたところ、受託可能と回答が
あった者は、鶴岡建設(株)のみであった。

97 委託
あつみ温泉ばら園管理業務委
託

温海庁舎
産業建設課
43-4618

R4.4.20 ¥2,090,000 (株)ＹＵＫＡＩ 2

　あつみ温泉バラ園は、あつみ温泉の着地型観光の中心的
役割を担う観光施設として位置付けている。
　そのため、仕様書に記載のとおり、単なる公園施設の管
理、植物の育成管理にとどまらず、観光案内や観光関連イ
ベントの企画・運営業務も担うものとなっている。
　そのことから、業務を受託するためには、施設管理の技
術やバラ、芝生を含む植物の育成管理の技術を有するだけ
でなく、地域の実情を深く理解し、地元自治会や観光関連
団体と十分な信頼関係を構築していなければならない。
　このような条件を有する事業者は、温海温泉自治会とあ
つみ観光協会が構成員となっている(株)ＹＵＫＡＩのみで
ある。
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96 委託
令和４年度鶴岡市管理跨道橋
点検業務

農林水産部
農山漁村振
興課
35-1298

R4.4.19 ¥2,684,000
東日本高速道路(株)
東北支社鶴岡管理事
務所

2

　本業務は、東日本高速道路(株)が管理する山形自動車道
と交差する橋梁の点検を行うものであるが、橋梁点検実施
の際には、高速道路本線を通行止規制して作業を実施する
必要があることから、広域に不特定多数の高速道路利用者
に対する通行規制の周知を行い、かつ経常的な安全管理を
行うことが可能となる者は、東日本高速道路(株)のみであ
る。

95 委託
令和４年度住民税法改正対応
システム改修委託《現年度運
用支援》(COKAS-X)

総務部
課税課
35-1163

R4.4.11 ¥3,564,000
日本電気(株)
山形支店

2

　本業務は、本市で住民情報や課税情報等の基幹的な情報
のデータベースとして運用されているシステム(ＣＯＫＡＳ
－Ⅹ)の内の個人住民税の賦課計算や税額の決定に関する部
分について、地方税法の改正に伴ってシステムの改修を委
託するものである。
　本システムは、日本電気(株)が設計・構築したシステム
であり、本市の業者登録において、作業に係わる技術情報
を有し、その改修に当たることができる者は日本電気(株)
山形支店のみである。

94 委託
【鶴岡市中心市街地居住促進
事業】令和4年度 不良住宅処
分業務

建設部
都市計画課
35-1315

R4.4.8 ¥4,871,900
NPO法人
つるおかランド・バ
ンク

2

　本事業の趣旨である、中心市街地の不良住宅の寄附を受
け、除却整地し、若者世帯等に対し、住宅用地として供給
することで、住環境整備を推進するという目的を達成する
ため、これまで条件を満たした2事業者と協定を結び、事業
実施してきたが、今回の物件について、実施の可否を協定
先事業者に確認したところ、可能と回答あった業者はつる
おかランド・バンクのみであった。

93 委託 温海地域通学用自動車借上げ
教育委員会
管理課
57-4862

R4.4.4 ¥60,655,980 庄内交通(株) 2

  本市の業者登録「役務」において、業種区分「運送サー
ビス」、業種名「旅客運送サービス」の内、本市に本社又
は営業所を有する１４業者に対し書面にて問い合わせたと
ころ、温海地域内に営業所を有し、かつ、自社所有のバス
５台の借上げ運行が可能であるとの回答があった業者は庄
内交通(株)のみであった。

92 委託
本庁舎公用車（マイクロバ
ス）運転業務労働者派遣

総務部
契約管財課
35-1157

R4.4.1 \2,149,650
（総支出予定額）

公益社団法人
山形県シルバー人材
センター連合会

2

　本市の業者登録「役務」において、業種区分「派遣」、
業種名「労働者派遣」、業務内容「人材（労働者）派遣」
及び「公用車運転」で登録されており、かつ、県内に本
社・営業所を有する９業者に対し、マイクロバス運転士者
派遣の可否について問い合わせ、派遣可能との回答があっ
た業者は、公益社団法人山形県シルバー人材センターのみ
であった。
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91 委託
令和4年度鶴岡市職員健康診
断業務委託

総務部
職員課
35-1159

R4.4.1 \8,514,000
（総支出予定額）

山形県市町村職員共
済組合

2

　労働安全衛生法第66条に基づき、事業主は労働者に対し
て年１回の健康診断を実施しなければならない。また、高
齢者の医療の確保に関する法律第20条により、保険者は40
歳以上の加入者に対し、特定健康診査を行うことが義務付
けられており、同法第21条第２項では、労働安全衛生法に
よる健康診断を保険者に委託することができると規定され
ている。
　上記より、鶴岡市の職員健康診断は、保険者である山形
県市町村職員共済組合に委託できるものであり、所属所長
である鶴岡市長が同組合の理事長に実施を委託することが
山形県市町村職員共済組合総合健診実施要綱で定められて
いることから、本業務を実施できる事業者は山形県市町村
職員共済組合のみである。

90 委託
地域活性化起業人交流プログ
ラム推進業務委託（ふるさと
寄附金事業）

総務部
職員課
35-1159

R4.4.1 ¥10,000,000 ＡＮＡあきんど(株) 2

　本市では、(株)ＡＮＡ総合研究所と「地域活性化起業人
交流プログラムに関する協定書」を締結しており、同事業
推進のために地域活性化起業人を活用するには、「協定
書」に基づき実施する必要があるが、このたび、(株)ＡＮ
Ａ総合研究所とＡＮＡあきんど(株)において、地域活性化
起業人に関する事業の移管が行われたため、本市、(株)Ａ
ＮＡ総合研究所、ＡＮＡあきんど(株)の三者で「覚書」を
締結の上、ＡＮＡあきんど(株)と契約を締結するものであ
る。

89 委託

地域活性化起業人交流プログ
ラム推進業務委託（鼠ケ関Ｉ
Ｃ道の駅ブランディング推進
事業）

総務部
職員課
35-1159

R4.4.1 ¥10,000,000 ＡＮＡあきんど(株) 2

　本市では、(株)ＡＮＡ総合研究所と「地域活性化起業人
交流プログラムに関する協定書」を締結しており、同事業
推進のために地域活性化起業人を活用するには、「協定
書」に基づき実施する必要があるが、このたび、(株)ＡＮ
Ａ総合研究所とＡＮＡあきんど(株)において、地域活性化
起業人に関する事業の移管が行われたため、本市、(株)Ａ
ＮＡ総合研究所、ＡＮＡあきんど(株)の三者で「覚書」を
締結の上、ＡＮＡあきんど(株)と契約を締結するものであ
る。

88 委託

地域活性化起業人交流プログ
ラム推進業務委託（鶴岡市Ｓ
ＤＧｓ未来都市計画の実現に
向けたデジタル化戦略推進事
業）

総務部
職員課
35-1159

R4.4.1 ¥10,000,000 (株)野村総合研究所 2

　本市では、(株)野村総合研究所と「地域活性化起業人交
流プログラムに関する協定書」を締結しており、同事業推
進のために地域活性化起業人を活用するには、「協定書」
に基づき実施する必要がある。
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87 委託
地域活性化起業人交流プログ
ラム推進業務委託（食文化創
造都市推進事業）

総務部
職員課
35-1159

R4.4.1 ¥10,000,000 (株)阪急交通社 2

　本市では、(株)阪急交通社と「地域活性化起業人交流プ
ログラムに関する協定書」を締結しており、同事業推進の
ために地域活性化起業人を活用するには、「協定書」に基
づき実施する必要がある。

86 委託
令和４年度軽自動車税関係手
続のシステム化改修業務

総務部
課税課
35-1176

R4.4.1 ¥3,102,000
日本電気(株)
山形支店

2

　本市の軽自動車税システム（COKAS-i）は、日本電気(株)
が設計したシステムであり、作業に係る技術・情報を知り
得ない者では改修業務を実施することは不可能である。
　本市の登録業者で当該業務を実施できる者は、日本電気
(株)山形支店のみである。

85 物品
滞納整理支援システム賃貸借
（再リース）

総務部
納税課
35-1182

R4.4.1 \2,761,000
（総支出予定額）

(株)日情システムソ
リューションズ

2

　現在の滞納整理支援システムは、ハード機器も含め、
(株)日情システムソリューションズと令和４年３月３１日
までの賃貸借契約を締結して使用しているものである。
　今回、新システム導入までの間、再リースが必要となる
もので、現在のシステムを導入・保守している同社以外に
受注できる者がいない。

84 委託
令和４年度鶴岡市光ファイ
バー網保守管理業務

企画部
情報企画課
35-1193

R4.4.1 ¥7,550,400
東日本電信電話(株)
山形支店

2

　本業務は、本市が東日本電信電話(株)山形支店に貸し出
している光ファイバーのケーブル点検・支障物撤去及び回
線設備の管理を行い、光ファイバーの故障発生時には住民
からの連絡受付・対応を行うものであるが、故障発生時の
連絡受付及び原因箇所の切り分け、影響範囲の迅速な特定
と修理手配の対応を行えるものは、本光ファイバーを用い
たインターネットサービスを運営中で、光ファイバーを接
続する設備の保有者である東日本電信電話(株)山形支店し
かいないため。

83 委託
令和４年度鶴岡市鶴岡斎場運
営維持業務委託

市民部
市民課
35-1194

R4.4.1 ¥24,901,800 (有)鶴岡クリーン 2

　本市の業者登録「役務」において業種区分「その他の業
務委託」、業務内容「火葬業務」に登録しており、かつ、
市内に本店を有する４者に対し、入札参加希望についてＦ
ＡＸで問い合わせたところ、希望有りと回答があった業者
は(有)鶴岡クリーンのみであった。
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82 委託
郊外地域行政連絡業務及び歳
入の収納業務に係る委託

市民部
コミュニ
ティ推進課
35-1203

R4.4.1 ¥27,585,000
鶴岡市斎地区自治振
興会ほか14者

2

　本業務は、市民サービスの向上と行政運営の円滑化を図
るため、市から鶴岡地域郊外地域の住民会等の地域団体や
地域住民に対する施策の周知・普及や各種調査のほか、広
報等の配布や窓口業務の取次ぎ等の業務を委託するもので
ある。
　その実施に当たっては、地域住民の利便性を確保するた
め、各地区の地域活動の拠点施設であるコミュニティセン
ター等を委託場所としていることから、コミュニティセン
ター等において開館中に業務を実施可能でなければならな
い。また、受託者は、地域の実情に精通し、市や住民会等
の地域団体、地域住民と連絡調整が可能な立場にあり、業
務を円滑かつ継続的に実施できる者でなければならない。
　これらの要件を満たすのは、地区内の住民会等や関係団
体等で構成され、コミュニティセンター等を拠点に地域活
動を行う団体であり、かつコミュニティセンター等の指定
管理者である広域コミュニティ組織のみであり、ほかに代
わるものがない。

81 委託
令和４年度鶴岡市水難救助業
務委託

市民部
防災安全課
35-1204

R4.4.1 ¥4,645,070 山形県水難救済会 2

　水難救護法第3条で遭難船舶の救護等の事務は市町村長の
義務となっており、本業務は、水難事故が発生した場合の
人命及び遭難船舶等の救助業務を山形県水難救済会に委託
するものである。
　同会は、水難事故による人命及び遭難船舶等を救済する
ことを目的に設立された団体で、本業務を委託できる唯一
の団体である。

80 委託
令和４年度 使用済み乾電池
等の処理・処分業務委託

市民部
廃棄物対策
課
22-2848

R4.4.1 \4,254,000
（総支出予定額）

野村興産(株) 2

　使用済み乾電池等の収集・運搬、処理・処分は、「使用
済み乾電池の広域回収・処理計画について」（厚生省生活
衛生局水道環境部環境整備課長通知：昭和61年2月6日）に
より、公益社団法人全国都市清掃会議（全都清）が使用済
み乾電池等の広域回収・処理計画を定め、使用済み乾電池
等広域回収・処理連絡会（全都清内設置）で運営されるも
ので、「処理・処分」については、使用済み乾電池、蛍光
管等水銀含有廃棄物の適正な処理・リサイクルを行う「野
村興産(株)」を全都清が指定しているため、同社をおいて
他にない。

79 委託
市街地公衆便所清掃業務委託
Ａ区域（長期継続契約）

市民部
廃棄物対策
課
22-2849

R4.4.1 ¥14,091,000 (有)鶴岡クリーン 2

　業務の特異性から敬遠され受託者がなかった公衆便所の
清掃業務などの受託を目的に設立された(有)鶴岡クリーン
に、設立目的の業務を継続して委託するもので、性質が競
争入札に適しない契約である。
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78 委託
鶴岡市リサイクルプラザ等運
転管理業務委託

市民部
廃棄物対策
課
22-2849

R4.4.1 ¥149,050,000
(株)鶴岡地区クリー
ン公社

2

　鶴岡市リサイクルプラザの資源化処理業務は、手選別に
よる物品の分別や破砕処理等の危険が伴う作業や、設備機
器、車両等の運転操作、施設の維持管理等を適切に遂行し
なければならない。
　また、最終処分場の埋め立て業務は、埋立覆土量の均一
な調整、定期的に築造される土堰堤整備への対応などを適
切に遂行しなければならない。
　上記の業務を停滞させず、安定的、継続的に適切な方法
で遂行できるのは、鶴岡市ほか六箇町村衛生処理組合と構
成市町村が出資して平成４年に設立し、長期にわたり培っ
てきた技能や多角的な業務の経験、実績を有する「(株)鶴
岡地区クリーン公社」のみである。

77 委託
鶴岡市重層的支援体制整備事
業への移行準備業務委託

健康福祉部
地域包括ケ
ア推進室
35-1251

R4.4.1 ¥10,670,000
社会福祉法人
鶴岡市社会福祉協議
会

2

　本業務は、地域共生社会の実現に向けて実施する社会福
祉法第106条の4第2項に定める「重層的支援体制整備事業」
の準備を行うものである。
　重層的支援体制整備事業は、国が示す基準によれば、地
域において、生活上の複雑複合的な課題を抱える人や世帯
に対し、関係機関と連携した支援を行い、その体制を構築
する事業であることから、専門的な知識に基づいて実践を
行うコミュニティソーシャルワーク(地域福祉活動)のスキ
ルと経験が必要とされる。
　市内の福祉専門職を有する社会福祉法人33事業者の内、
コミュニティソーシャルワークを実践している者は、鶴岡
市社会福祉協議会のみである。
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76 委託
鶴岡市生活支援体制整備事業
業務委託

健康福祉部
地域包括ケ
ア推進室
35-1251

R4.4.1 ¥44,000,000

社会福祉法人鶴岡市
社会福祉協議会
一般社団法人鶴岡地
区医師会
社会福祉法人一幸会
社会福祉法人思恩会
社会福祉法人ふじの
里
社会福祉法人羽黒百
寿会
社会福祉法人恵泉会
社会福祉法人朝日ぶ
なの木会
社会福祉法人あつみ
福祉会

2

　本事業は、介護保険法に基づき、生活支援コーディネー
ターによる高齢者の地域での支え合い体制の構築を推進す
るものであり、高齢者の総合相談窓口となる地域包括支援
センターとの連携が前提である。
　業務の実施に当たっては、「地域支援事業実施要綱」
（平成18年6月9日老発0609001号厚生労働省老健局長通知）
に基づいて実施することとなるため、次に掲げる要件が求
められるが、これらの要件を満たす事業者は、本市におい
ては社会福祉法人鶴岡市社会福祉協議会ほか8法人のみであ
る。
① 本市が委託設置し、地域の高齢者の相談支援を行ってい
る事業所であること。
② 鶴岡市地域包括センター運営協議会において、公平、中
立かつ効率的な実施に関する評価を得た事業所であるこ
と。

75 委託
在宅医療・介護連携推進事業
業務委託

健康福祉部
地域包括ケ
ア推進室
35-1251

R4.4.1 ¥8,610,000
一般社団法人鶴岡地
区医師会

2

　本事業は、介護保険法に基づき、医療と介護の両方を必
要とする状態の高齢者が、住み慣れた地域で自分らしい暮
らしを最期まで続けることができるよう、在宅医療と介護
を一体的に提供するために、医療機関と介護事業所等の連
携を推進するものである。
　業務の実施に当たっては、「地域支援事業実施要綱」
（平成18年6月9日老発0609001号厚生労働省老健局長通知）
に基づいて実施することとなるため、次に掲げる要件が求
められるが、これらの要件を満たす事業者は、本市におい
ては一般社団法人鶴岡地区医師会のみである。
① 在宅医療・介護の連携を支援する総合的な相談窓口を設
置・運営している事業所であること。
② 地域の医療機関・介護事業所等の機能等や在宅医療・介
護サービスの情報を常時把握し、在宅医療・介護連携にお
ける情報共有ツールを整備している事業所であること。
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74 委託
令和４年度新型コロナウイル
スワクチン接種予診票点検業
務

健康福祉部
新型コロナ
ウイルスワ
クチン接種
対策室
25-2111（内
線378）

R4.4.1 \6,151,200
（総支出予定額）

(株)ニチイ学館 2

　本業務は、医療機関で行った個別接種について、予診票
の記載内容を点検し、適切に接種が行われているか確認す
ることを目的とする業務である。
　本業務では、予診票への記載漏れや接種券等の貼付忘れ
のほか、ワクチンの使用量や接種間隔、被接種者の基礎疾
患の有無、疾患と服薬の状況等を点検し、適切に接種が行
われているか確認を行う。また、間違い接種を見落とさず
に発見するために、記載内容について医療機関に問い合わ
せを行う場合もある。このような業務は、レセプト点検業
務と共通する部分があり医療事務に精通している者に委託
する必要がある。
　以上を踏まえ、本市の業者登録「役務」において、業種
区分「医療事務」、業種名「医療事務」、業務内容「レセ
プト点検」となっている６者に対し、本業務の受託可否に
ついてFAXで問い合わせを行ったところ、受託可能との回答
があった業者は、(株)ニチイ学館のみであった。

73 委託
令和４年度新型コロナウイル
スワクチン接種にかかる相
談・予約業務

健康福祉部
新型コロナ
ウイルスワ
クチン接種
対策室
25-2111（内
線378）

R4.4.1 ¥29,823,354
(株)プレステージ・
コアソリューション

6

　本業務は、令和2年度からの継続事業であるが、現行の受
注者である(株)プレステージ・コアソリューション（以下
「同社」という。）は、本市のワクチン接種施策にかかる
ノウハウが蓄積され、滞りなく市民からの問い合わせに対
応することが可能である。他業者が受注した場合、契約締
結後、短期間でオペレーターの教育を行う事となり、習熟
度の面で劣り、市民サービスの低下を招く恐れがある。
　また、現在の予約管理システムは、同社が構築したもの
であり、同社の受注であれば新たな経費が生じることは無
いが、他業者が受注した場合、再度システムを構築するた
めの新たな経費が生じることとなる。加えて構築期間中は
新規の予約を受け付けることができないため、予約受付に
空白期間が生じ、接種計画全体の進捗に遅れが生じること
となる。
　以上のことから、本業務について同社以外に発注するこ
とは、業務遂行の面、経費面で不利となることに加え、本
市のワクチン接種計画全体の停滞を招くことが明らかであ
る。
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72 委託
令和４年度鶴岡市妊婦健康診
査業務委託

健康福祉部
健康課
25-2731

R4.4.1 \67,368,000
(総支出予定額)

一般社団法人
山形県医師会

2

妊婦健康診査は、母子保健法第13条に規定する健康診査
であり、妊婦の健康管理に努めることにより妊産婦、新生
児及び乳児の死亡率の低下、流早産の防止を目的として実
施する。本業務の実施に当たっては県内各産婦人科医療機
関と価格や実施内容を調整する必要があり、それを実施で
きるのは鶴岡市妊婦健康診査実施要綱第４条第１項に定め
ている一般社団法人山形県医師会のみである。

71 委託
鶴岡市乳幼児健康診査業務委
託

健康福祉部
健康課
25-2731

R4.4.1 \3,946,800
(総支出予定額)

一般社団法人
鶴岡地区医師会

2

　乳幼児健康診査は、母子保健法第12条及び13条に規定す
る健康診査であり、母性並びに乳幼児の健康の保持及び増
進を図ることを目的として実施する。母子保健法施行規則
では、乳幼児に対する健康診査の項目があげられ、その実
施にあたっては、医療の専門的見地より小児科専門医師以
外にはできない。
　本業務の実施に当たっては、市内の小児科医師の派遣に
関する総合調整が必要なことから、それを実施できる者
は、小児科医師が加入する一般社団法人鶴岡地区医師会の
みである。

70 委託
鶴岡市新生児聴覚検査業務委
託

健康福祉部
健康課
25-2731

R4.4.1 \2,262,500
(総支出予定額)

一般社団法人鶴岡地
区医師会

地方独立行政法人山
形県・酒田市病院機
構日本海総合病院

医療法人太田医院い
ちごレディースクリ
ニック

2

新生児聴覚検査は、分娩取扱医療機関において、出産後
入院中に実施するものであり、庄内地域では、分娩取扱医
療機関の５者（鶴岡市立荘内病院、鶴岡協立病院、医療法
人なごみ会 産婦人科・小児科三井病院、地方独立行政法人
山形県・酒田市病院機構 日本海総合病院、医療法人太田医
院 いちごレディースクリニック）のみ可能である。

本業務の実施にあたっては、各医療機関との実施内容や
委託料の調整が必要であるが、本市分娩取扱医療機関（鶴
岡市立荘内病院、鶴岡協立病院、医療法人なごみ会 産婦人
科・小児科三井病院）３者との調整が出来るのは、一般社
団法人鶴岡地区医師会のみである。

酒田市の地方独立行政法人山形県・酒田市病院機構 日本
海総合病院及び医療法人太田医院 いちごレディースクリ
ニックについては、個別に契約を締結するものである。
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69 委託 鶴岡市定期予防接種業務委託
健康福祉部
健康課
25-2731

R4.4.1 \271,200,520
(総支出予定額)

一般社団法人山形県
医師会
真島医院
齋藤医院
みかわキッズクリ
ニック
山北徳洲会病院

2

　定期予防接種は、予防接種法第5条の規定に基づき市町村
長に実施の義務と責任があり、厚生労働省が示す「定期接
種実施要領」により実施することとされている。同要領で
は、予防接種法施行令第4条により「市町村長の要請に応じ
て予防接種に協力する旨を承諾した医師（以下、接種医と
いう。）が医療機関で行うもの」と定められている。
　山形県では、他市町村の医療機関で定期予防接種を受け
る際の事務の軽減や被接種者の利便性を図り、県内におけ
る円滑な定期予防接種の実施を目的に、県が県医師会と県
内各市町村との間の事務の調整を行い、県医師会が山形県
下の広域実施に協力する医療機関及び医師の取りまとめを
行うことによる広域実施体制を構築しており、県及び県医
師会が策定した「広域実施の手引き」にあるように、県内
全市町村が参加している。
　県医師会は、広域実施にあたり、山形県予防接種広域事
業実施要綱の定めによる承諾書兼委任書により、各市町村
との契約締結について実施医療機関から委任を受けてお
り、各接種医が所属するすべての広域実施医療機関に業務
を委託するにあたっては「広域実施の手引き」に照らし、
本業務委託仕様書のとおり県医師会を代理人として契約を
行う必要がある。
　小児や高齢者はかかりつけ医での接種が望ましいことか
ら、広域実施以外に、接種の実績があり市民への接種に限
り承諾を申し出た真島医院及び齋藤医院、市民が多く通院
している市外のみかわキッズクリニック、県外の山北徳洲
会病院については、個別に契約を締結するものである。

68 委託
保健総合システム改修業務
（令和４年度作業分）

健康福祉部
健康課
25-2731

R4.4.1 ¥3,388,000
日本電気(株)
山形支店

2

　本業務は、個人が閲覧することができるマイナポータル
へ検診結果（各種がん・骨粗鬆症・歯周疾患、肝炎ウィル
ス検診）を連携するために必要な改修を保健総合システム
に行うものである。本システムは、日本電気(株)が設計構
築したシステムであり、本市の業者登録において、作業に
かかわる技術情報を有し、その改修に当たることができる
者は日本電気(株)山形支店のみである。
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67 委託
令和４年度鶴岡市健康診査等
業務

健康福祉部
健康課
25-2731

R4.4.1 \4,252,000
（総支出予定額）

一般社団法人
鶴岡地区医師会

2

　本事業は、「生活保護受給者等」、「40歳総合健診にお
いて国民健康保険以外の医療保険に加入している者」、
「40歳未満の市民で他で健診機会のない者」を対象に、生
活習慣病予防及び健康の保持と増進を図ることを目的に、
健康診査を実施するもので、事業内容は別表1のとおりであ
る。
　№1の「鶴岡市健康診査」の集団健診は住民の利便性を考
慮し地域に出向いて実施し、人間ドック・個別健診につい
ては市内のかかりつけ医やドック健診医療機関で実施す
る。№2の「鶴岡市40歳総合健診」は40歳を対象としたがん
検診と歯周疾患検診を併せた総合的な健診を実施する。№3
の「鶴岡市さわやか健診」は40歳未満の者を対象とし託児
室の設置など受診者の利便を考慮して実施する。
　発注に当たり、各実施機関と個別に契約を締結すること
は、発注者・受注者共に事務が煩雑になることから、事務
の簡素化を図るため、受注者の事務を一括して取りまとめ
るものである。
　また、取りまとめ機関は各実施機関との契約単価や実施
内容の調整が必要であり、本市において取りまとめを行え
る者は一般社団法人鶴岡地区医師会のみである。

随意契約理由書 別表 1 

 

№ 事業名 対象者（※） 受診形態 事業内容 

1 

鶴岡市健康

診査 

生活保護受給者等

仕様書に定める

者。 

集団健診        
国民健康保険の特定健診に準ずる健

診の実施。 

人間ドック 

個別健診 

2 

鶴岡市 40

歳総合健診 

検診年齢 40 歳で

国民健康保険以外

の医療保険に加入

している者。 

集団健診 

健診元年にあたる 40歳を対象に健康

診査とがん検診や歯周疾患検診を併

せた総合的な健診を実施する。 

3 

鶴岡市さわ

やか健診 

検診年齢 40 歳未

満で他で健診機会

のない者。 
集団健診 

40 歳未満の者で他で健診を受診する

機会のない者を対象に予め検診日時

を設定して実施するもの。女性対象日

には託児室を設け、利便を図る。 

※対象者は、鶴岡市に住所を有する者。 
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66 委託
令和４年度鶴岡市後期高齢者
健康診査業務

健康福祉部
健康課
25-2731

R4.4.1 \84,093,000
（総支出予定額）

一般社団法人
鶴岡地区医師会

2

　本事業は、山形県後期高齢者医療広域連合の被保険者
（７５歳以上等）を対象に、糖尿病等の生活習慣病を早期
発見することを目的とした健康診査を広域連合の委託を受
け実施するものである。集団健診は住民の利便性を考慮し
地域に出向いて実施する。人間ドック・個別健診について
はドック健診医療機関や市内のかかりつけ医で実施する。
　発注に当たり、各実施機関と個別に契約を締結すること
は、発注者・受注者共に事務が煩雑になることから、事務
の簡素化を図るため、受注者の事務を一括して取りまとめ
るものである。また、取りまとめ機関は各実施機関との契
約単価や実施内容の調整が必要であり、本市において取り
まとめを行える者は一般社団法人鶴岡地区医師会のみであ
る。

65 委託
令和４年度鶴岡市国民健康保
険特定健康診査業務

健康福祉部
健康課
25-2731

R4.4.1 \97,075,000
（総支出予定額）

一般社団法人
鶴岡地区医師会

2

　本事業は、鶴岡市国民健康保険の被保険者（４０～７４
歳）を対象とした、糖尿病等の生活習慣病を早期発見する
ことを目的とした特定健康診査を実施するものである。
　集団健診は住民の利便性を考慮し地域に出向いて実施す
る。人間ドック・個別健診についてはドック健診医療機関
や市内のかかりつけ医で実施する。
　発注に当たり、各実施機関と個別に契約を締結すること
は、発注者・受注者共に事務が煩雑になることから、事務
の簡素化を図るため、受注者の事務を一括して取りまとめ
るものである。また、取りまとめ機関は各実施機関との契
約単価や実施内容の調整が必要であり、本市において取り
まとめを行える者は一般社団法人鶴岡地区医師会のみであ
る。

64 委託
後期高齢者健康診査費用支払
事務及びデータ管理の委託

健康福祉部
健康課
25-2731

R4.4.1 \2,386,000
（総支出予定額）

山形県国民健康保険
団体連合会

2

　本業務は、本市が山形県後期高齢者医療広域連合から受
託して行う健康診査の実施に要した費用の支払に関する業
務及び健診結果のデータ管理業務等を委託するものであ
る。山形県国民健康保険団体連合会は、国民健康保険法第
８３条１項に基づき本事業を遂行するために設立された団
体であり、本事業を実施することができるのは山形県国民
健康保険団体連合会のみである。
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63 委託
特定健康診査・特定保健指導
等費用支払事務及びデータ管
理の委託

健康福祉部
健康課
25-2731

R4.4.1 \3,448,000
（総支出予定額）

山形県国民健康保険
団体連合会

2

　公的医療保険に加入する４０歳以上の者に対しては、
「高齢者の医療の確保に関する法律」に基づき、保険者が
主体となり特定健康診査事業及び特定保健指導事業を実施
することとなる。
  本業務については、健診結果の適正なデータ管理及び健
診・保健指導実施機関からの審査とともに円滑な支払いを
行うものである。
　本業務を委託する山形県国民健康保険団体連合会は、国
民健康保険法第８３条第１項に基づき県内の市町村が設立
した団体であり、国民健康保険診療報酬の適正な審査支払
をはじめ、市町村国保の事務の共同化、円滑な事業運営を
目的とした県内唯一の団体である。

62 委託
令和４年度鶴岡市がん検診等
（人間ドック）検診業務

健康福祉部
健康課
25-2731

R4.4.1 \114,802,000
（総支出予定額）

一般社団法人
鶴岡地区医師会

2

　本市では、市民の生活習慣病予防及び健康保持と増進を
図ることを目的として、「高齢者の医療の確保に関する法
律」に基づく特定健康診査（後期高齢者健康診査、健康診
査）及び健康増進法（平成１４年法律第１０３号）第１９
条の２に基づき、「がん予防重点健康教育及びがん検診実
施のための指針」、「山形県健康診査実施要領」、「健康
増進事業実施要領」によりがん検診等を実施している。
　人間ドック検診は、受診者が検診機関に直接赴き、特定
健康診査及びがん検診等並びにその他検査で市が認めたも
のを、同一施設内において同時に行うものであり、市内で
は４医療機関が実施可能な検診機関である。
　発注に当たり、各検診機関と個別に契約を締結すること
は、発注者・受注者共に事務が煩雑になることから、事務
の簡素化を図るため、受注者の事務を一括して取りまとめ
るものであるが、本市において取りまとめを行える者は一
般社団法人鶴岡地区医師会のみである。
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61 委託
令和４年度鶴岡市子宮がん乳
がん個別検診業務

健康福祉部
健康課
25-2731

R4.4.1 \32,212,640
（総支出予定額）

一般社団法人
鶴岡地区医師会

2

　本市では、市民の健康保持と増進を図ることを目的とし
て、健康増進法（平成１４年法律第１０３号）第１９条の
２に基づき、「がん予防重点健康教育及びがん検診実施の
ための指針」及び「山形県健康診査実施要項」によるがん
検診を実施している。
　子宮がん乳がん個別検診は、受診者が市内の検診機関に
直接赴き、検診を実施するものである。
　発注に当たり、各検診機関と個別に契約を締結すること
は、発注者・受注者共に事務が煩雑になることから、事務
の簡素化を図るため、受注者の事務を一括して取りまとめ
るものであるが、本市において取りまとめを行える者は一
般社団法人鶴岡地区医師会のみである。

60 委託
令和４年度がん検診等（集
団）検診業務

健康福祉部
健康課
25-2731

R4.4.1 \41,588,245
（総支出予定額）

一般社団法人
鶴岡地区医師会

2

　本市では、市民の健康保持及び増進を図ることを目的と
して、健康増進法（平成１４年法律第１０３号）第１９条
の２に基づき、「がん予防重点健康教育及びがん検診実施
のための指針」、「山形県健康診査実施要領」及び「健康
増進事業実施要領」並びに「肝炎ウイルス検診等実施要
領」により検診を実施している。
　集団検診には、受診者の利便性を考慮し地域で行う検診
と、特定の方を対象に期日を決めて行う検診がある。地域
で行う集団検診には、胃がん検診、呼吸器検診の検診車の
配置が必要となり、対象者を限定し期日を決めて行う事業
の実施には、特定の日に、複数人が複数のがん検診等を同
時に受診できる検診機関である必要がある。
　本市において、上記の事業を実施できる者は、検査専門
機関である一般社団法人鶴岡地区医師会のみである。

59 委託 鶴岡福祉バス運行業務委託

健康福祉部
福祉課
35-1252

R4.4.1 ¥5,442,969
社会福祉法人
鶴岡市社会福祉協議
会

2

　鶴岡市社会福祉協議会は、昭和５４年から福祉バスを運
行しているが、福祉団体への利用希望調査、抽選会の開
催、運行調整、運転手の確保、車輛整備など細部にわたり
調整して運行業務を担っており、その業務体制は確立さ
れ、地域住民や福祉団体の理解も得ている。
　また、福祉団体が福祉バスを利用して地域福祉の推進を
図る活動を総合的に支援できるのは、本市の地域福祉の中
核である同協議会以外にない。
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58 委託
令和４年度鶴岡市生活困窮者
自立相談支援事業委託業務

健康福祉部
福祉課
35-1285

R4.4.1 ¥19,800,000
社会福祉法人
鶴岡市社会福祉協議
会

2

　本事業は、平成27年4月1日に施行された生活困窮者自立
支援法の必須事業である。
　生活困窮者自立支援法第5条第2項では、「都道府県等
は、生活困窮者自立相談支援事業の事務の全部又は一部を
当該都道府県等以外の厚生労働省令で定めるものに委託す
ることができる。」とされている。
　また、生活困窮者自立支援法施行規則（厚生労働省令第
十六号）第9条　に「法第5条第２項に規定する厚生労働省
令で定める者は、生活困窮者自立相談支援を適切、公正、
中立かつ効率的に実施できる者であって、社会福祉法人等
が適当。」とある。
　施行規則の適切、公正、中立かつ効率的に実施できる者
は、本市において、生活困窮専門の相談支援窓口を持ち、
専門の支援手法を実践している社会福祉法人等は、鶴岡市
社会福祉協議会のみである。

57 委託
令和4年度鶴岡市生活困窮者
就労準備支援事業委託業務

健康福祉部
福祉課
35-1285

R4.4.1 ¥8,200,000
社会福祉法人
鶴岡市社会福祉協議
会

2

　本事業は、平成27年4月1日に施行された生活困窮者自立
支援法の必須事業である。
　生活困窮者自立支援法第5条第2項では、「都道府県等
は、生活困窮者自立相談支援事業の事務の全部又は一部を
当該都道府県等以外の厚生労働省令で定めるものに委託す
ることができる。」とされている。
　また、生活困窮者自立支援法施行規則（厚生労働省令第
十六号）第9条　に「法第5条第２項に規定する厚生労働省
令で定める者は、生活困窮者自立相談支援を適切、公正、
中立かつ効率的に実施できる者であって、社会福祉法人等
が適当。」とある。
　施行規則の適切、公正、中立かつ効率的に実施できる者
は、本市において、生活困窮専門の相談支援窓口を持ち、
専門の支援手法を実践している社会福祉法人等は、鶴岡市
社会福祉協議会のみである。
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56 委託
令和4年度鶴岡市子どもの学
習支援事業委託業務

健康福祉部
福祉課
35-1285

R4.4.1 ¥3,262,930
特定非営利活動法人
山形県ひとり親家庭
福祉会

2

　本事業は、平成27年に施行された生活困窮者自立支援法
の任意事業である。
　生活困窮者自立支援法第三条の７において「子どもの学
習・生活支援事業」が下記のとおり定義されている。
・生活困窮者である子どもに対し、学習の援助を行う事
業。
・生活困窮者である子ども及び当該子どもの保護者に対
し、当該子どもの生活習慣及び育成環境の改善に関する助
言を行う事業。
　また、本市では、国補助事業であるひとり親への支援事
業「子どもの学習・生活支援事業」として下記の事業を定
義している。
・ひとり親に対する支援を母子会と共に行う事業。
　以上のことから、県内において、学習支援・生活困窮の
子どもと親に対する支援・ひとり親（母子会）に対する支
援を行うことが出来る法人は、山形県ひとり親家庭福祉会
のみである。

55 委託
令和４年度鶴岡市手話通訳者
派遣及び設置事業委託

健康福祉部
福祉課
35-1273

R4.4.1 ¥2,930,000
社会福祉法人
鶴岡市社会福祉協議
会

2

　手話通訳者派遣及び設置事業は、障害者総合支援法に基
づく市町村が行う地域生活支援事業の必須事業となってお
り、手話通訳者の業務は、聴覚障害者等へのコミュニケー
ション支援のほか、聴覚障害者への障害福祉サービスの利
用援助や生活相談等である。また、手話通訳者の派遣事業
では、地域生活支援事業実施要綱において、円滑に行われ
るよう連絡調整業務担当者の設置等に努めることとされて
おり、当該業務に精通した専門的知識及び技術を有する手
話通訳者が望ましいと規定されている。そのため、これら
の業務を行うには、手話通訳者の資格の他、障害者相談支
援専門員の資格を有する者が適材である。
　鶴岡市内の手話通訳者の内この条件を満たす者は、鶴岡
市社会福祉協議会に在籍している１名のみである。また、
障害のある方の相談は多岐にわたるため個人での対応では
ニーズに対応しきれない。以上のことから、条件を満た
し、かつ組織として対応が可能な事業者は、鶴岡市社会福
祉協議会のみである。
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54 委託
令和４年度鶴岡市障害者相談
支援事業委託

健康福祉部
福祉課
35-1273

R4.4.1 ¥26,976,000
社会福祉法人
鶴岡市社会福祉協議
会

2

　当該事業は、在宅の障害者に対して、在宅福祉サービス
の利用援助、社会資源の活用や社会生活力を高める支援、
ピアカウンセリング、介護相談及び情報提供等、総合的な
支援を行うものである。市内には指定相談支援事業所は８
事業所あるが、ほかの事業所は１～３人体制で当該事業の
遂行は実質的に困難である。社会福祉法人鶴岡市社会福祉
協議会は、相談支援専門員を１０人配置しており、基幹相
談支援センターとしての機能を果たすために専門職を配
置、地域自立支援協議会をはじめとする地域の関係機関と
の連携強化の取組、人材育成支援、地域移行・定着の推進
に向けた取組を実施可能な市内で唯一の事業所である。

53 委託
令和４年度鶴岡市障害児相談
支援事業委託

健康福祉部
福祉課
35-1273

R4.4.1 ¥5,336,000 社会福祉法人恵泉会 2

　当該事業は、鶴岡市障害者相談支援事業実施要項の事業
を実施するにあたり、在宅の障害児及び保護者に対して、
在宅福祉サービスの利用援助、社会資源の活用や社会生活
力を高める支援、ピアカウンセリング、介護相談及び情報
提供等、総合的な支援を行うものである。社会福祉法人恵
泉会は、当該事業を行うにあたり、幼児期からの専門的か
つ総合的な支援を行うことが可能な児童福祉法に規定する
障害児通所支援（児童発達支援）と障害児相談支援の両事
業の指定を受けている市内で唯一の事業所である。

52 委託
令和４年度鶴岡市障害者地域
活動支援センター事業委託

健康福祉部
福祉課
35-1273

R4.4.1 ¥5,560,000
特定非営利活動法人
やすらぎの会

2

　当該事業は、鶴岡市障害者地域活動支援センター事業実
施要項の事業を実施するにあたり、利用者、特に精神障害
者に対して創作活動や生産活動の機会の提供などの支援や
関係機関との連携を実施するなど、専門的な知識を必要と
し、障害福祉サービスとして提供する自立支援給付費では
対応できない障害者の居場所を確保するとともに障害者の
地域生活支援の促進を図るものである。特定非営利活動法
人やすらぎの会の運営する「障がい者地域生活支援セン
ター翔」は、当該事業の適切な遂行にあたり、県の地域移
行・地域定着支援事業等の実績を有する市内で唯一の事業
所である。

34/52ページ



№
契約
区分

案　　件　　名
発注担当課

Tel
契約締結日

契約金額
（税込み）

受注者
適
用
号

随  意  契  約  理  由

51 委託
令和4年度地域包括支援セン
ター運営業務

健康福祉部
長寿介護課
29-4180

R4.4.1 ¥188,760,000

社会福祉法人 鶴岡
市社会福祉協議会
一般社団法人 鶴岡
地区医師会
社会福祉法人 一幸
会
社会福祉法人 思恩
会
社会福祉法人 ふじ
の里
社会福祉法人 羽黒
百寿会
社会福祉法人 恵泉
会
社会福祉法人 朝日
ぶなの木会
社会福祉法人 あつ
み福祉会

2

　本業務は介護保険法及び介護保険法施行規則に基づいて
設置する地域包括支援センター（以下「センター」とい
う。）において包括的支援事業を実施し、地域住民の保健
医療の向上及び福祉の増進を図ることが目的である。
　業務実施にあたっては次に掲げる要件が求められるが、
令和4年１月25日に開催された「鶴岡市地域包括支援セン
ター運営協議会」において、この要件を満たし、本業務を
適切、公正、中立かつ効率的に実施できると評価を受けた
ものは社会福祉法人鶴岡市社会福祉協議会ほか8者であっ
た。
① 包括的支援事業である総合相談支援業務、権利擁護業
務、※包括的・継続的ｹｱﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ支援業務（※関係機関と連
携した支援ﾈｯﾄﾜｰｸの構築に係る業務）を実施できる体制が
整備されていること。
② センターに配置すべき職員である保健師、社会福祉士、
主任介護支援専門員を本市の条例に定めるとおり配置でき
ること。
③ センターの運営主体が介護保険法施行規則に規定される
老人介護支援センター（在宅介護支援センター）の設置
者、社会福祉法人、一般社団法人であること。

50 委託
令和4年度鶴岡市要介護認定
調査業務

健康福祉部
長寿介護課
35-1289

R4.4.1 ¥15,457,640

社会福祉法人 鶴岡
市社会福祉協議会
一般社団法人 鶴岡
地区医師会
社会福祉法人 一幸
会
社会福祉法人 思恩
会
社会福祉法人 ふじ
の里
社会福祉法人 羽黒
百寿会
社会福祉法人 恵泉
会
社会福祉法人 朝日
ぶなの木会
社会福祉法人 あつ
み福祉会

2

　業務の実施にあたっては、「要介護認定等の実施につい
て」及び要介護認定における「認定調査票記入の手引き」
に基づいて実施することとなるため、次に掲げる要件が求
められるが、これらの要件を満たす事業者は、本市におい
て社会福祉法人鶴岡市社会福祉協議会ほか８法人のみであ
る。
①鶴岡市が委託設置して、地域の高齢者の相談支援を行っ
ている事業所であること。
②鶴岡市地域包括センター運営協議会において、公平、中
立かつ効率的な実施に関する評価を得た事業所であるこ
と。
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49 委託
令和4年度第１号介護予防支
援事業

健康福祉部
長寿介護課
29-4180

R4.4.1 ¥44,612,685

社会福祉法人 鶴岡
市社会福祉協議会
一般社団法人 鶴岡
地区医師会
社会福祉法人 一幸
会
社会福祉法人 思恩
会
社会福祉法人 ふじ
の里
社会福祉法人 羽黒
百寿会
社会福祉法人 恵泉
会
社会福祉法人 朝日
ぶなの木会
社会福祉法人 あつ
み福祉会

2

　本業務は介護保険法に規定されており、65歳以上の要支
援者及び基本チェックリスト該当者に対し、介護予防を目
的として、介護予防・日常生活支援総合事業等のサービス
が包括的かつ効率的に提供されるよう援助を行うものであ
る。
　その実施については、厚生労働省が定める地域支援事業
実施要綱において「介護予防ケアマネジメント（第1号介護
予防支援）は、利用者本人が居住する地域包括支援セン
ターにおいて実施する」とされていることから、地域包括
支援センター9法人とする。

48 委託
令和4年度訪問型サービス
C(短期集中予防サービス)事
業

健康福祉部
長寿介護課
29-4180

R4.4.1 \4,860,000
（総支出予定額）

訪問リハビリテー
ション いでは
一般社団法人 鶴岡
地区医師会
(株)アジュダンテ
医療生活協同組合
やまがた
一般社団法人 リハ
ビリテーションス
タッフサービス

2

　本事業は、保健・医療・介護予防の知識と指導技術を有
する専門職を確保し、効果的に運営できることが事業実施
の条件である。
　これらを条件として、令和４年１月２８日から令和４年
２月４日までの間、本市ホームページ及び電子メールで事
業者を募集したところ、５事業者から応募があり、いずれ
も条件を満たす者であった。

47 委託
令和4年度通所型サービス
C(短期集中予防サービス)事
業

健康福祉部
長寿介護課
29-4180

R4.4.1 \3,176,000
（総支出予定額）

(株)福祉のひろば
医療生活協同組合や
まがた

2

　本事業は、保健・医療・介護予防の知識と指導技術を有
する専門職と人員、設備及び備品を確保し、効果的に運営
できることが事業実施の条件である。
　これらを条件として、令和４年１月２８日から令和４年
２月４日までの間、本市ホームページ及び電子メールで事
業者を募集したところ、２事業者から応募があり、いずれ
も先の条件を満たすものであった。
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46 物品
鶴岡市独居高齢者等訪問支援
事業に係る物品供給契約

健康福祉部
長寿介護課
29-4180

R4.4.1 ¥2,455,484
庄内ヤクルト販売
(株)

2

　本事業は、鶴岡市全域の民生委員の自宅へ週に１回、民
生委員が指定する日に乳酸飲料を納入することができるこ
とを条件としている。
　本市の業者登録「物品」において、業種区分「食料
品」、業種名「食料品」に登録しており、かつ、乳製品を
取り扱っている１２業者へ文書で条件を示したうえで受託
の可否を問い合わせたところ、受託可能との回答があった
者は、庄内ヤクルト販売(株)のみであった。

45 委託
令和4年度鶴岡市放課後児童
対策事業運営委託

健康福祉部
子育て推進
課
35-1291

R4.4.1 ¥222,066,530
(福)鶴岡市社会福祉
協議会ほか14者

2
　放課後児童対策事業を行うことができる者は、児童福祉
法第34条の8第2項の規定に基づき、市長に届け出た者に限
られているため。

44 委託
令和４年度国民健康保険等事
務共同処理業務委託

健康福祉部
国保年金課
35-1292

R4.4.1 ¥14,480,330
(総支出予定額)

山形県国民健康保険
団体連合会

2

　山形県国民健康保険団体連合会（以下「国保連合会」と
いう。）は、県内市町村が国民健康保険法第８３条に基づ
き国民健康保険に関する事務の共同処理をするために設立
された団体である。
　県と市町村の共同運営となった国民健康保険を運営する
にあたり、事業の広域化や効率化を推進するため、本県の
国民健康保険の統一的な運営方針において、保険者事務の
共同実施の取組が図られていることから、本業務を行うこ
とが出来るのは、国保連合会のみである。

43 委託
令和４年度国民健康保険レセ
プト点検業務支援事業

健康福祉部
国保年金課
35-1292

R4.4.1 ￥5,429,000
(総支出予定額)

山形県国民健康保険
団体連合会

2

　山形県国民健康保険団体連合会（以下「国保連合会」と
いう。）は、県内市町村が国民健康保険法第８３条に基づ
き国民健康保険に関する事務の共同処理をするために設立
された団体であり、国民健康保険の診療報酬審査支払機関
である。
　県と市町村の共同運営となった国民健康保険を運営する
にあたり、事業の広域化や効率化を推進するため、本県の
国民健康保険の統一的な運営方針において、保険者事務の
共同実施の取組が図られていることから、本業務におい
て、医療機関等の診療報酬請求業務を行う業者と同一でな
いことで点検の公平性が担保され、共同で行うことで精度
の向上と医療費の適正化につながる効率的な点検を行うこ
とが出来るのは、国保連合会のみである。
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42 委託
令和４年度　国保被保険者資
格情報及び給付情報の管理業
務の実施に係る委託

健康福祉部
国保年金課
35-1292

R4.4.1 ¥6,043,160
山形県国民健康保険
団体連合会

2

　当該業務は、都道府県単位で国民健康保険被保険者の資
格情報や給付情報を管理するものであるが、その管理にあ
たっては公益社団法人国民健康保険中央会が開発した国保
情報集約システムを用いて行っており、当該システムの運
用等を実施できるのは、山形県国民健康保険団体連合会の
みである。

41 委託
法改正（未就学児の均等割軽
減）に伴う国民健康保険シス
テム改修業務

健康福祉部
国保年金課
35-1292

R4.4.1 ¥9,372,000
日本電気(株)
山形支店

2

　本業務は、子育て世帯の経済的負担軽減を目的とした国
民健康保険法及び地方税法の改正に伴い、全世帯の未就学
児の均等割課税を令和４年度相当分より軽減するため、当
該改正に対応した国民健康保険システム（COKAS-X）の改修
を行うものである。
　本システムは、日本電気(株)が設計・構築したシステム
であり、本市の業者登録において、作業に関わる技術情報
を有し、その改修に当たることができる者は日本電気(株)
山形支店のみである。

40 委託
令和４年度鶴岡市国民健康保
険特定保健指導事業業務委託

健康福祉部
国保年金課
35-1292

R4.4.1 \5,016,000
（総支出予定額）

一般社団法人
鶴岡地区医師会

2

　鶴岡市が国民健康保険の保険者として加入者に対して実
施する特定保健指導の実施機関は、「特定健康診査及び特
定保健指導の実施に関する基準」及び「特定保健指導の外
部委託に関する基準」で定められている実施基準を満たす
必要があり、これを満たす者は、一般社団法人鶴岡地区医
師会、医療法人継和会みやはらクリニック、鶴岡協立病院
の３機関である。
　発注に当たり、各実施機関と個別に契約を締結すること
は、発注者・受注者共に事務が煩雑になることから、事務
の簡素化を図るため、受注者の事務を一括して取りまとめ
るものであるが、本市において取りまとめを行える者は一
般社団法人鶴岡地区医師会のみである。
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39 委託
令和４年度鶴岡市国民健康保
険人間ドック業務委託

健康福祉部
国保年金課
35-1292

R4.4.1 \53,200,000
（総支出予定額）

一般社団法人
鶴岡地区医師会

2

　鶴岡市国民健康保険人間ドック（以下、「国保人間ドッ
ク」）は、本市国民健康保険の被保険者（40歳以上）に対
し、疾病の早期発見及び早期治療による国保医療費の適正
化を目的として実施するものであり、特定健康診査やがん
検診等を同一施設内において同時に行う検査である。
　国保人間ドックの委託機関は「特定健康診査及び特定保
健指導の実施に関する基準」で定められている実施基準を
満たす必要があり、これを満たす者は、一般社団法人鶴岡
地区医師会、鶴岡市立荘内病院、医療法人継和会みやはら
クリニック、鶴岡協立病院の４機関である。
　発注に当たり、各実施機関と個別に契約を締結すること
は、発注者・受注者共に事務が煩雑になることから、事務
の簡素化を図るため、受注者の事務を一括して取りまとめ
るものであるが、本市において取りまとめを行える者は一
般社団法人鶴岡地区医師会のみである。

38 委託
令和４年度鶴岡市立農業経営
者育成学校研修運営等業務委
託

農林水産部
農政課
35-1295

R4.4.1 ¥14,740,000
YAMAGATA
DESIGN(株)

2

　鶴岡市立農業経営者育成学校（以下、「ＳＥＡＤＳ」と
いう。）は、将来にわたる農業の発展を図り、定住人口の
増加に寄与するため、農業経営者の育成及び確保のための
施設として開校した。
　産学官８者（鶴岡市、山形大学農学部、東北芸術工科大
学、鶴岡工業高等専門学校、庄内農業高校、ＪＡ鶴岡、Ｊ
Ａ庄内たがわ、YAMAGATA DESIGN (株)(以下、「ＹＤ社」と
いう。）は、同様の目的で協定を締結し、農業の人材育
成・確保を図るため「ＳＥＡＤＳ」を活用し、連携して実
施すべき事項を定めている。
　その中でＹＤ社は研修カリキュラムの実施や施設の管理
に関すること等の役割を担っている。
　今回の委託先については、協定内の役割分担を踏まえた
ものであり、学校運営の安定化に向けた改善の継続・推進
を図るため、ＹＤ社と特命随意契約を締結するものであ
る。

37 委託
令和4年度鶴岡市農道管理業
務委託（544,834ｍ：庄内赤
川土地改良区受益地内）

農林水産部
農山漁村振
興課
35-1298

R4.4.1 ¥16,758,000 庄内赤川土地改良区 2

　本業務は、庄内赤川土地改良区管内における農道の点
検、機能・安全確保、維持・改修及び台帳の管理を行うも
のであるが、その受益者は庄内赤川土地改良区の構成組合
員であり、さらに庄内赤川土地改良区は、農業用用排水路
等の管理を行っていることから、状況把握や意見・要望の
的確な集約を行い、かつ、経常的な農道管理が可能となる
者は、庄内赤川土地改良区のみである。
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36 委託
令和４年度鶴岡市観光案内所
管理運営業務委託

商工観光部
観光物産課
35-1301

R4.4.1 ¥9,254,000
一社）DEGAM鶴岡
ツーリズムビュー
ロー

2

　「第二次鶴岡市総合計画」において、観光情報の発信に
ついては、観光地域づくり法人（ＤＭＯ）が担う機能とし
て位置づけている。
　鶴岡市観光案内所は、マリカ東館1階ＦＯＯＤＥＶＥＲに
おいて、国内外からの観光客に対し、対面やメール、電話
などで直接的に観光情報を発信する拠点である。また、日
本政府観光局より、カテゴリー２の認定を受けており、常
時英語で広域の観光情報を提供する必要がある。
　一般社団法人ＤＥＧＡＭ鶴岡ツーリズムビューローは、
英語による観光案内対応が可能な人材を有し、市内に所在
する唯一の観光地域づくり法人である。

35 委託
令和４年度鶴岡観光プラザ管
理運営業務委託

商工観光部
観光物産課
35-1301

R4.4.1 ¥3,850,000 (株)清川屋 2

　本業務は、鶴岡商工会議所会館１階の西側部分におい
て、来館者への観光案内及び観光情報の提供と本市伝統工
芸品の紹介を一体的に行うことを目的としている。
　観光プラザは展示スペースが限定されており、効率よく
展示・紹介するには伝統工芸品の在庫管理等を担う必要が
ある。
　当該フロアで隣接する物産販売業者を指名することによ
り、一体的な管理を行い、来館者が多くの伝統工芸品の実
物を手に取りながら、より具体的な紹介を受けると同時に
観光に関する情報を得ることが可能となる。
　現在、当該フロアで物産販売を担っている事業者は、
(株)清川屋のみである。

34 委託
鶴岡市マリカ東館管理業務委
託

建設部
都市計画課
35-1315

R4.4.1 ¥39,578,000
(一財)鶴岡市開発公
社

2

　本業務は、清掃・衛生管理、設備管理、建物及び設備の
保全、保安警備等の建物保全に関する業務遂行の技術力に
加え、入居管理にあたっては宅建取引業の資格を有してい
ることが必要となる。同館規模の建物保全に関する管理技
術と体制を有し、かつ、入居管理に必要な宅建取引業の資
格を有するのは(一財)鶴岡市開発公社のみである。

33 修繕
令和４年度除雪機械保守単価
契約（その１）

建設部
土木課
35-1403

R4.4.1 \14,013,346
（総支出予定額）

(有)鶴岡マシンサー
ビス

2

　本市の業者登録「物品」において、業種区分「物品」、
業種名「重機」に登録している業者の内、業務内容に「除
雪機械」の記載があり、かつ庄内地方に本社又は営業所が
ある１９業者に対し、市所有の除雪機械の保守可否につい
て電子メールで問い合わせ、除雪機械１０台に対して請負
可能と回答した業者が(有)鶴岡マシンサービスのみであっ
た。

40/52ページ



№
契約
区分

案　　件　　名
発注担当課

Tel
契約締結日

契約金額
（税込み）

受注者
適
用
号

随  意  契  約  理  由

32 修繕
令和４年度除雪機械保守単価
契約（その２）

建設部
土木課
35-1403

R4.4.1 \75,870,180
（総支出予定額）

(有)トガシ機械 2

　本市の業者登録「物品」において、業種区分「物品」、
業種名「重機」に登録している業者の内、業務内容に「除
雪機械」の記載があり、かつ庄内地方に本社又は営業所が
ある１９業者に対し、市所有の除雪機械の保守可否につい
て電子メールで問い合わせ、除雪機械３１台に対して請負
可能と回答した業者が(有)トガシ機械のみであった。

31 修繕
令和４年度除雪機械保守単価
契約（その３）

建設部
土木課
35-1403

R4.4.1 \59,260,578
（総支出予定額）

旭車輌整備(株) 2

　本市の業者登録「物品」において、業種区分「物品」、
業種名「重機」に登録している業者の内、業務内容に「除
雪機械」の記載があり、かつ庄内地方に本社又は営業所が
ある１９業者に対し、市所有の除雪機械の保守可否につい
て電子メールで問い合わせ、除雪機械３０台に対して請負
可能と回答した業者が旭車輌整備(株)のみであった。

30 修繕
令和４年度除雪機械保守単価
契約（その４）

建設部
土木課
35-1403

R4.4.1 \30,911,720
（総支出予定額）

出羽商事(株)
鶴岡営業所

2

　本市の業者登録「物品」において、業種区分「物品」、
業種名「重機」に登録している業者の内、業務内容に「除
雪機械」の記載があり、かつ庄内地方に本社又は営業所が
ある１９業者に対し、市所有の除雪機械の保守可否につい
て電子メールで問い合わせ、除雪機械３０台に対して請負
可能と回答した業者が出羽商事(株)鶴岡営業所のみであっ
た。

29 修繕
令和４年度除雪機械保守単価
契約（その５）

建設部
土木課
35-1403

R4.4.1 \33,112,846
（総支出予定額）

コマツ山形(株)
鶴岡営業所

2

　本市の業者登録「物品」において、業種区分「物品」、
業種名「重機」に登録している業者の内、業務内容に「除
雪機械」の記載があり、かつ庄内地方に本社又は営業所が
ある１９業者に対し、市所有の除雪機械の保守可否につい
て電子メールで問い合わせ、除雪機械２３台に対して請負
可能と回答した業者がコマツ山形(株)鶴岡営業所のみで
あった。

28 修繕
令和４年度除雪機械保守単価
契約（その６）

建設部
土木課
35-1403

R4.4.1 \14,414,184
（総支出予定額）

日本キャタピラー合
同会社
酒田営業所

2

　本市の業者登録「物品」において、業種区分「物品」、
業種名「重機」に登録している業者の内、業務内容に「除
雪機械」の記載があり、かつ庄内地方に本社又は営業所が
ある１９業者に対し、市所有の除雪機械の保守可否につい
て電子メールで問い合わせ、除雪機械９台に対して請負可
能と回答した業者が日本キャタピラー合同会社酒田営業所
のみであった。
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27 修繕
令和４年度除雪機械保守単価
契約（その７）

建設部
土木課
35-1403

R4.4.1 \16,336,881
（総支出予定額）

コベルコ建機日本
(株)
庄内工場

2

　本市の業者登録「物品」において、業種区分「物品」、
業種名「重機」に登録している業者の内、業務内容に「除
雪機械」の記載があり、かつ庄内地方に本社又は営業所が
ある１９業者に対し、市所有の除雪機械の保守可否につい
て電子メールで問い合わせ、除雪機械７台に対して請負可
能と回答した業者がコベルコ建機日本(株)庄内工場のみで
あった。

26 修繕
令和４年度除雪機械保守単価
契約（その８）

建設部
土木課
35-1403

R4.4.1 \8,712,650
（総支出予定額）

太洋自動車工業(株) 2

　本市の業者登録「物品」において、業種区分「物品」、
業種名「重機」に登録している業者の内、業務内容に「除
雪機械」の記載があり、かつ庄内地方に本社又は営業所が
ある１９業者に対し、市所有の除雪機械の保守可否につい
て電子メールで問い合わせ、除雪機械８台に対して請負可
能と回答した業者が太洋自動車工業(株)のみであった。

25 委託
令和４年度
春季除排雪業務委託

建設部
土木課
35-1403

R4.4.1 ¥5,500,000

(有)青木建材
スズキ建材
田川砂利工業(株)
上野土木建設(株)
(株)伊藤組
大鳥振興企業組合
(株)金丸建設
(株)大栄

2

　本市の業者登録「工事」において、業種名「土木一式」
又は業者登録「委託」において、業種区分及び業種名「除
雪」に登録している業者のうち、降雪前の道路状況等を熟
知した業者にしか安全且つ適切な作業が実施できないこと
から令和3年度当該業務の実績がある者に対して受託可否に
ついて電子メールによる調査を実施し、受託可能との回答
があった８業者とそれぞれ特命随意契約を締結するもので
ある。

24 委託 鶴岡市市営住宅管理代行業務
建設部
建築課
35-1428

R4.4.1 ¥51,192,900 山形県住宅供給公社 2

　管理代行制度は公営住宅法第47条に規定された管理手法
であり、地方公共団体又は地方住宅供給公社いずれかが受
託可能となっている。
　本市市営住宅については、山形県又は山形県住宅供給公
社が委託可能な相手先となることから、両者へ受託意向の
確認を行ったところ、山形県住宅供給公社のみ受託の意向
があった。

23 委託
藤島駅乗車券類発売運営業務
委託

藤島庁舎
総務企画課
64-5813

R4.4.1 ¥4,287,800 ふじしま観光協会 2

　本業務は、東日本旅客鉄道(株)新潟支社(以下「ＪＲ新潟
支社」という。）との簡易委託発売契約及びＪＲ新潟支社
庄内統括センターとの協定に基づき行う業務であり、藤島
駅における乗車券類の発売、改札業務及び付帯する業務並
びに駅舎等の清掃作業について委託するものである。
　ＪＲ新潟支社との協議で、駅収入管理システム研修を受
講済みの特定の従事者を１年間継続的に配置することを条
件としており、この条件を満たした上で受託可能である者
は、ふじしま観光協会のみである。
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22 委託
令和４年度
鶴岡市藤島斎場管理運営業務
委託

藤島庁舎
市民福祉課
64-5807

R4.4.1 ¥4,224,000 環水工業(株) 2

　本市の業者登録「役務」において業種区分「その他業務
委託」、業種「その他業務委託」、業務内容「火葬業務」
に登録してある事業者に、本業務の実施の可否について照
会したところ、実施可能と回答があった事業者は環水工業
(株)のみであった。

21 委託
鶴岡市藤島エコ有機センター
堆肥製造業務委託

藤島庁舎
産業建設課
64-5809

R4.4.1 ¥8,720,800 藤島堆肥散布組合 2

　鶴岡市藤島エコ有機センター堆肥製造業務は、堆肥製造
及び配送、堆肥原料の受入れ、機械設備や重機・車輛の取
扱いと保守管理である。
　本市の業者登録「役務」において、業種区分及び業種名
「その他の業務委託」に登録している業者の内、業務内容
に「堆肥の製造及び配送」がある業者は藤島堆肥散布組合
ただ１者であり、他に実施できる者がいない。

20 委託
羽黒子育て支援センター事業
業務委託

羽黒庁舎
市民福祉課
26-8774

R4.4.1 ¥8,398,000
社会福祉法人
羽黒百寿会

2

　本業務は、児童福祉法第６条の３第６項に基づき、市町
村が実施する「地域子育て支援拠点事業」として、乳幼児
及びその保護者が相互の交流を行う場所を開設し、子育て
についての相談や情報提供、助言その他の援助を行うこと
と定められており、羽黒地域においては、貴船保育園内に
ある専用室を「羽黒子育て支援センター」の名称で週５日
１日５時間以上開設しているものである。
　事業実施に当たっては、専用室以外の保育園設備の使
用、園行事への参加、園児との交流等、貴船保育園運営と
の密接な連携が必要である。また、支援センターを含めた
施設の維持管理も、現在、社会福祉法人羽黒百寿会に指定
管理を行っている。
　国が示す地域子育て支援拠点事業の実施要綱では、事業
は市が認めた者へ委託等を行うことができるとされている
が、他の団体に本事業のみを委託した場合、施設の管理も
含め責任の所在も不明確、同一者に委託した時には起きな
い調整事項が多く生じ、スムーズな連携は困難となり、本
来の保育園運営に支障をきたす恐れもある。同じ園舎内で
実施する保育園運営、子育て支援センター双方の事業の連
携を図りながら本事業を実施できる者は貴船保育園の指定
管理者である社会福祉法人羽黒百寿会をおいて他にない。
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19 物品
くしびき温泉ゆーTown電力需
給契約

櫛引庁舎
市民福祉課
57-2116

R4.4.1 \4,221,309
(総支出予定額)

ミツウロコグリーン
エネルギー(株)

6

　本施設については、令和３年度から委託料制による指定
管理となったことから、前指定管理者のくしびきふるさと
振興公社との電力契約を本市が引継ぐ形で、ミツウロコグ
リーンエネルギー(株)と契約を締結し電力供給を受けてお
り、現契約は３月３１日で終了することになる。
　新たな電力需給契約については、競争入札による契約を
予定しているが、新たな供給者決定までの間も電力供給は
必須である。また、４月１日から他の電力供給業者に切替
えるには期間が足りず、現契約者以外に電力を供給できる
ものがいない。他の登録業者９社から参考見積を徴し比較
したところ、現契約者の価格が最も有利という結果となっ
た。
　以上のように他社への切替を行うことは、電力供給の継
続性及び価格の面から、本施設運営にあたり不利である。

18 委託
鶴岡市生活支援ハウス（櫛引
高齢者生活福祉センター）運
営業務委託

櫛引庁舎
市民福祉課
57-2116

R4.4.1 ¥7,304,000
社会福祉法人
鶴岡市社会福祉協議
会

2

　本事業は、高齢者に対して、介護支援機能、居住機能及
び交流機能を総合的に提供することを目的とするものであ
る。
　業務実施にあたっては、厚生労働省老健局長通知平成12
年9月27日老発655号及び平成13年5月15日老発192号生活支
援ハウス（高齢者生活福祉センター）運営事業実施要項及
び鶴岡市生活支援ハウス運営事業実施要綱に基づき行うも
のであり、業務の委託については、以下に揚げる要件が必
要である。
〇介護保険法（平成9年法律第123号）に規定する指定通所
介護事業所となる老人デイサービスセンター等、又は通所
リハビリテーション事業を行う介護老人保健施設を経営す
るものであること。
〇居住部門を指定介護事業所等に合わせ、又は隣地に整備
した小規模多機能施設において実施すること。
〇櫛引地域において、実施可能であること。
　上記の要件すべてを満たすのは、社会福祉法人鶴岡市社
会福祉協議会のみである。
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17 委託
令和４年度加入者系光ファイ
バ網設備保守管理業務委託

朝日庁舎
総務企画課
53-2111

R4.4.1 \2,561,000
（総支出予定額）

東日本電信電話(株)
山形支店

2

　本業務は、市が平成17年度に整備したインターネット接
続サービス（加入者系光ファイバ網[ｅ-でわネット]）を朝
日・櫛引地域に提供するため、市送受信設備機器の保守管
理を委託するものである。
　このインターネット接続サービスは、東日本電信電話
(株)（ＮＴＴ）が設計・構築したサービスで、ＮＴＴの通
信網サービスを介して運営しており、サービス提供に必要
な市の送受信設備機器はＮＴＴ局舎（櫛引ビル・庄内朝日
ビル）に設置し、ＮＴＴ仕様となっていることから、本市
の登録業者で本業務を実施できる者は、東日本電信電話
(株)山形支店のみであった。

16 委託
令和4年度鶴岡市生活支援ハ
ウス(高齢者生活福祉セン
ター)運営事業業務

朝日庁舎
市民福祉課
53-2115

R4.4.1 ¥3,772,000
社会福祉法人
朝日ぶなの木会

2

　本業務は、高齢者に対して、介護支援機能、居住機能及
び交流機能を総合的に提供することを目的とするものであ
る。業務実施にあたっては、厚生労働省老健局長通知平成
12年9月27日老発655号及び平成13年5月15日老発192号生活
支援ハウス(高齢者生活福祉センター)運営事業実施要綱及
び鶴岡市生活支援ハウス運営事業実施要綱に基づき行うも
のであり、業務の委託については、以下に掲げる要件が必
要である。
○介護保険法（平成9年法律第123号）に規定する指定通所
介護事業所となる老人デイサービスセンター等、又は通所
リハビリテーション事業を行う介護老人保健施設を経営す
るものであること。
〇居住部門を指定介護事業所等に合わせ、又は隣地に整備
した小規模多機能施設において実施すること。
〇朝日地域において実施可能であること。
　上記の要件すべてを満たすのは、社会福祉法人朝日ぶな
の木会のみである。
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15 委託
令和４年度朝日子育て支援セ
ンター事業業務委託

朝日庁舎
市民福祉課
53-2115

R4.4.1 ¥8,398,000
社会福祉法人
朝日ぶなの木会

2

　本業務は、児童福祉法第６条の３第６項に基づき、市町
村が実施する「地域子育て支援拠点事業」として、乳幼児
及びその保護者が相互の交流を行う場所を開設し、子育て
についての相談や情報提供、助言その他の援助を行うこと
と定められており、朝日地域においては、朝日保育園内に
ある専用室を「朝日子育て支援センター」の名称で週５日
１日５時間以上開設しているものである。
　事業実施に当たっては、専用室以外の保育園設備の使
用、園行事への参加、園児との交流等、朝日保育園運営と
の密接な連携が必要である。また、支援センターを含めた
施設の維持管理も、現在、社会福祉法人朝日ぶなの木会が
指定管理を行っている。
　国が示す地域子育て支援拠点事業の実施要綱では、事業
は市が認めた者へ委託等を行うことができるとされている
が、他の団体に本事業のみを委託した場合、施設の管理も
含め責任の所在も不明確、同一者に委託した時には起きな
い調整事項が多く生じ、スムーズな連携は困難となり、本
来の保育園運営に支障をきたす恐れもある。同じ園舎内で
実施する保育園運営、子育て支援センター双方の事業の連
携を図りながら本事業を実施できる者は朝日保育園の指定
管理者である社会福祉法人朝日ぶなの木会をおいて他にな
い。

14 委託
令和４年度かたくり温泉入浴
施設管理業務委託

朝日庁舎
市民福祉課
53-2115

R4.4.1 ¥10,000,000
かたくり温泉ぼんぼ
管理運営組合

2

　かたくり温泉入浴施設は、公の施設としての運営を廃止
した平成２９年４月より、地域住民で組織するかたくり温
泉ぼんぼ管理運営組合が、住民主体による運営の受け皿で
あると同時に地域住民の介護予防・健康増進の拠点施設と
して、施設の管理運営を行ってきている。
　本業務は、組合が運営を開始した当初より、当該施設の
運営及び施設管理に必要な光熱水費相当額を委託業務とし
てきたものである。
　現在、施設の管理運営を行っているかたくり温泉ぼんぼ
管理運営組合は、適切な施設の管理運営とともに、地域住
民が実施する介護予防事業への協力と独自の企画立案によ
る事業を実施するなど、施設の管理運営と地域住民の介護
予防・健康増進を目的に、地域住民を核として設立された
唯一の組織であることから、本事業を実施できるのは、か
たくり温泉ぼんぼ管理運営組合のみである。
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13 委託
令和４年度鶴岡市生活支援
ハウス（高齢者生活福祉セン
ター）運営業務委託

温海庁舎
市民福祉課
43-4613

R4.4.1 ¥4,389,000
社会福祉法人
あつみ福祉会

2

　本事業は、高齢者に対して、介護支援機能、居住機能及
び交流機能を総合的に提供することを目的とするものであ
る。業務実施にあたっては厚生労働省老健局長通知平成12
年9月27日老発655号及び平成13年5月15日老発192号生活支
援ハウス（高齢者生活福祉センター）運営事業実施要項及
び鶴岡市生活支援ハウス運営事業実施要綱に基づき行うも
のであり、業務の委託については、以下に揚げる要件が必
要である。
〇介護保険法（平成9年法律第123号）に規定する指定通所
介護事業所となる老人デイサービスセンター等、又は通所
リハビリテーション事業を行う介護老人保健施設を経営す
るものであること。
〇居住部門を指定介護事業所等に合わせ、又は隣地に整備
した小規模多機能施設において実施すること。
〇温海地域において、実施可能であること。
　上記の要件すべてを満たすのは、社会福祉法人あつみ福
祉会のみである。

12 委託
鶴岡市消防署高機能消防指令
センター保守点検業務

消防本部
総務課
22-8330

R4.4.1 ¥10,837,200
日本電気(株)
山形支店

2

　本業務は、消防業務の根幹をなす指令センターを常時円
滑に稼働させるため、システムを構成するコンピューター
機器等の保守点検を実施するものである。
　本システムは、日本電気(株)が設計・構築したシステム
であり、本市の業者登録において、作業に係わる技術情報
を有し、その保守点検に当たることができるのは、日本電
気(株)山形支店のみである。

11 委託
鶴岡市消防署消防救急デジタ
ル無線設備保守点検業務

消防本部
総務課
22-8330

R4.4.1 ¥15,559,500
日本電気(株)
山形支店

2

　本業務は、消防業務の根幹をなすデジタル無線設備を常
時円滑に稼働させるため、システムを構成する無線設備及
び付随するコンピューター機器等の保守点検を実施するも
のである。
　本システムは、日本電気(株)が設計・構築したシステム
であり、本市の業者登録において、作業に係わる技術情報
を有し、その保守点検に当たることができるのは、日本電
気(株)山形支店のみである。

10 委託
鶴岡地域スクールバス運行管
理等業務委託及び臨時運行業
務委託

教育委員会
管理課
57-4862

R4.4.1 ¥98,272,680 庄内交通(株) 2

　本市の業者登録「役務」において、業種区分「運送サー
ビス」、業種名「旅客運送サービス」に登録している業者
の内、市内に本社又は営業所を有する１４業者に対し、委
託の可否について書面で問い合わせ、対応可能であるとの
回答があった業者は庄内交通(株)のみであった。
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9 委託
令和４年度小学校知能検査及
び学力検査業務委託

教育委員会
管理課
57-4862

R4.4.1 ¥6,054,640
山形教育用品(株)
庄内支店鶴岡連絡所

2

　市教育委員会では、児童生徒の学力向上を図るため、正
確な学力測定とその後の指導及び評価の資料とすることを
目的とし、知能検査及び学力検査を行っている。
　市教育員会では、検査に求める要件を、①全国基準に照
らした結果の把握が可能（相対評価）である、②学力検査
と知能検査の相関利用が可能である、③経年変化の把握が
可能である、④学力検査においては，小学校４学年は３教
科、小学校５学年以上は４教科に対応するもの、と定めて
いる。
　毎年１０月に、市教育委員会で知能検査及び学力検査の
検査用紙を調査し、要件に照らして検査用紙を決定してい
るが、令和４年度の検査用紙として、上記要件を満たす物
は、図書文化社の『教研式標準学力検査』『教研式学年別
知能検査』のみであったので、当該検査用紙の採用を決定
した。
　業者選定については、業者登録「物品」において、業種
区分「教材・教具」、業種名「教材・教具」に登録してい
る業者の内、市内に本社又は営業所を有する１３業者に対
し、当該検査用紙の取扱いの可否について書面で問い合わ
せ、取扱可能と回答した業者は、山形教育用品(株)庄内支
店鶴岡連絡所のみであった。
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8 委託
令和４年度中学校知能検査及
び学力検査業務委託

教育委員会
管理課
57-4862

R4.4.1 ¥5,979,220
山形教育用品(株)
庄内支店鶴岡連絡所

2

　市教育委員会では、児童生徒の学力向上を図るため、正
確な学力測定とその後の指導及び評価の資料とすることを
目的とし、知能検査及び学力検査を行っている。
　市教育委員会では、検査に求める要件を、① 全国基準に
照らした結果の把握が可能（相対評価）である、② 学力検
査と知能検査の相関利用が可能である、③ 経年変化の把握
が可能である、④ 学力検査においては，３学年５教科に対
応するもの、と定めている。
　毎年１０月に、市教育委員会で知能検査及び学力検査の
検査用紙を調査し、要件に照らして検査用紙を決定してい
るが、令和４年度の検査用紙として上記要件を満たす物
は、図書文化社の『教研式標準学力検査』『教研式学年別
知能検査』のみであったので、当該検査用紙の採用を決定
した。
　業者選定については、業者登録「物品」において、業種
区分「教材・教具」、業種名「教材・教具」に登録してい
る業者の内、市内に本社又は営業所を有する１３業者に対
し、当該検査用紙の取扱いの可否について書面で問い合わ
せ、取扱可能と回答した業者は、山形教育用品(株)庄内支
店鶴岡連絡所のみであった。
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7 委託
令和４年度小中学校いじめ防
止等の為の学級満足度検査集
計業務委託

教育委員会
管理課
57-4862

R4.4.1 ¥2,864,400
山形教育用品(株)
庄内支店鶴岡連絡所

2

　いじめ防止対策推進法に基づき、市いじめ防止基本方針
を定め、各学校において、いじめ防止対応マニュアルを策
定し、学級満足度調査を実施している。市教育委員会で
は、学級満足度調査に求める要件を、①標準化された心理
検査である、②児童生徒の自尊心やプライドを傷つけない
質問内容である、③学級集団の全体像が把握可能、④経年
変化の把握が可能、⑤検査において、小学校全学年、中学
校全学年に対応していると定めている。毎年１０月に、市
教育委員会で学級満足度検査の検査用紙を調査し、要件に
照らして検査用紙を決定しているが、令和４年度の検査用
紙として上記要件を満たす物は、図書文化社の『Ｑ－Ｕ楽
しい学校生活を送るためのアンケート』のみであったの
で、当該検査用紙の採用を決定した。
　業者選定については、業者登録「物品」において、業種
区分「教材・教具」、業種名「教材・教具」に登録してい
る業者の内、業務内容に教材・教具があり、かつ、市内に
本社又は営業所を有する６業者に対し、当該検査用紙の取
扱いの可否について書面で問い合わせ、取扱可能と回答し
た業者は、山形教育用品(株)庄内支店鶴岡連絡所のみで
あった。

6 委託
鶴岡市児童生徒健康診断業務
委託

教育委員会
学校教育課
57-4865

R4.4.1 \6,587,922
（総支出予定額）

一般社団法人
鶴岡地区医師会

2

　当該業務は、学校保健安全法に基づいて実施される児童
生徒の定期健康診断業務を委託するもので、学校保健安全
法施行規則に規定する期間内に、全ての検査項目について
児童生徒約9,000人に対し実施可能で、かつ、実施に際して
学校医を含む専門医の協力体制が必要である。
　鶴岡市競争入札参加資格申請により登録された者のう
ち、健康診断を業務内容とする者は下記「一般社団法人鶴
岡地区医師会」１者である。
　当該法人は、学校医を含む市内医療機関の医師で構成さ
れ、専門医の協力体制のもと当該業務を実施可能な鶴岡市
内で唯一の健診機関である。
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5 委託
一番蚕室（松ヶ岡開墾記念
館）管理運営及び歳入の徴収
業務

教育委員会
社会教育課
57-4868

R4.4.1 ¥3,046,296
公益財団法人
致道博物館

2

　松ヶ岡開墾記念館の管理運営業務では、文化財建造物の
維持管理や展示史料の保存管理を行うため、専門的な見識
に基づく対応が必要であり、また、庄内藩の歴史や松ヶ岡
開墾場の歴史文化に関する学術的な質問への対応も求めら
れることから、これらに臨機応変に対応できる人員配置が
必要である。
　公益財団法人致道博物館は、重要文化財を適切に保存管
理し一般公開してきた実績を有するとともに、本市の歴史
解明のために地域に残る歴史資料や古文書の調査研究を
行ってきた経験豊かな複数の学芸員を擁することから人員
を安定的に業務に配置することによって、本業務を確実か
つ効率的に遂行することができる。また、開墾場の歴史は
酒井家の歴史と密接に関わっており、その調査研究におい
て同法人は随一である。開墾記念館の展示について、これ
までの調査研究から同法人の監修は必須であり、開墾場の
歴史に関わる史料を多数所有する点においても同法人の協
力は不可欠であることから、本業務を実施できる者は公益
財団法人致道博物館のみである。

4 委託
史跡松ヶ岡開墾場四番・五番
蚕室管理運営業務委託

教育委員会
社会教育課
57-4868

R4.4.1 ¥4,128,300
史跡松ヶ岡開墾場管
理運営協議会

2

　国指定史跡松ヶ岡開墾場の四番蚕室は本市の絹産業の歴
史を伝え文化に触れる絹織物関連の体験施設として、ま
た、五番蚕室は蚕室建築の特徴的構造の見学施設に加え、
にぎわい創出のイベント会場として、令和４年４月にリ
ニューアルオープンを予定している。
　四番・五番蚕室管理運営業務には、施設の日常管理だけ
でなく、松ヶ岡開墾場の歴史、文化について学術的なもの
を含む深い造詣を持つ必要があり、また、地域と深く関わ
りながら、連携してイベント運営を行う必要がある。
　令和４年３月に新設された史跡松ヶ岡開墾場管理運営協
議会は、松ヶ岡開墾場全体を一体的に管理するとともに、
地域と一緒に松ヶ岡地区の活性化を図ることを目的に、開
墾場内の事業所７団体に、開墾場に隣接の事業所１団体を
加えた全８団体で構成されており、各団体が互いの特性を
活かした有機的な連携体制をとれる組織である。このよう
な有機的な繋がりを有し、本業務の実施に必要なノウハウ
をもれなく兼ね備える者は同協議会のみである。
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3 委託
令和４年度　鼠ヶ関マリーナ
管理運営業務

教育委員会
スポーツ課
25-8131

R4.4.1 ¥10,560,000 (株)クアポリス温海 2

　鼠ヶ関マリーナは、山形県が管理者、本市が指定管理者
の指定を受け、平成３０年度から令和４年度までの５年間
管理することとなっている。
　港湾施設である鼠ヶ関マリーナ管理運営業務は、利用者
が保管している艇の安全管理と牽引移動、上下架に係るク
レーンの操作、艇の係留など管理運営には付帯設備のク
レーンを操作するためのクレーン免許や利用者が保管する
艇を移動、係留するための船舶免許が必須である。
　本市の業者登録「役務」において、「施設・設備の維持
管理・保守点検」、業種名「体育施設・設備」に登録して
いる業者の内、業務内容に「施設の維持管理」及び「施設
管理」がある７業者に対し、本業務の受託可否について電
子メールで問い合わせたところ、受託可能との回答があっ
た業者は、(株)クアポリス温海のみであった。

2 物品
令和4年度鶴岡市中央公民館
プラネタリウム用番組ソフト
賃貸借契約

教育委員会
中央公民館
25-1050

R4.4.1 ¥3,300,000
コニカミノルタプラ
ネタリウム(株)

2

　本市の業者登録「物品」において、業種区分「事務用
品・機器」で業種名「ＯＡ機器・ＯＡ機器関連用品・視聴
覚機器」に登録しており業務内容に「プラネタリウム番組
ソフト」がある業者は２者である。
　当館のプラネタリウムに係る事業方針、選定基準を基に2
者より番組の情報提供を受け、選考を実施した。選定した
番組ソフトを提供可能であると回答したのはコニカミノル
タプラネタリウム(株)のみであった。

1 委託
鶴岡市中央公民館舞台機構操
作管理及び電気機械設備等の
運転維持管理業務

教育委員会
中央公民館
25-1050

R4.4.1 ¥16,493,400
(株)庄内メインテナ
ンス

2

　中央公民館は舞台機構装置を有する市民ホールと１３の
研修室等が併設された社会教育施設であり、かつ集会所と
しての特定建築物である。施設設備の運転操作及び維持管
理を一体的に担う本業務は、照明・音響・吊物等の舞台機
構装置を操作する特殊な技能を持つ要員と同時に、衛生管
理技術者や危険物取扱責任者など、各種資格免許を有する
従事者の勤務配置による適正な業務を履行できる業者でな
ければならない。
　選定条件は、所在地が県内であり、業種区分が「建築物
環境衛生総合管理業」、業種名「建築物環境衛生総合管理
業」、業種区分「施設・設備の維持管理保守点検」のうち
業種名が「消防設備」、「電気設備」、「空調設備」及び
「その他の施設・設備」のうち業務内容を舞台設備（音
響・照明）の操作としているものとした。
　以上、全ての業種区分、業種名、指定の業務内容を登録
している業者は、(株)庄内メインテナンスのみである。
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